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は じ め に

本稿では大阪市と東京特別区部（以下，特別区部）をバブル経済が始まる前

の１９８５（昭和６０）年から平成不況期の２００５（平成１７）年の２０年間を人の動

向から経済力の比較分析してみる。大阪市は商業の町として発展して西日本の

中核，特別区部は行政の町として展開して東日本の核として日本経済の発展に

重要な役割を担ってきた。日本経済が発展するにつれて，産業構造が軽工業か

ら重化学工業さらに知識集約型の産業に転換するにつれて，大阪市の経済力は

日本経済におよぼす影響力が低下し，行政府が所在する特別区部との格差は拡

大してきた。

日本経済が繊維産業中心であったころ，大阪市は人，物，金を集積してきた

が，日本の産業構造が高度経済成長期に大きく変革し，１９７３（昭和４８）年の

石油危機を経て，低成長期に移行するにつれて，大阪市の経済力が低下する。

さらにバブル期で，日本経済が物を造る産業から知識集約型の産業に移行し

て，日本の社会経済活動の重心は東日本の核である特別区部に大きく傾き，バ

ブル崩壊後の不況では産業空洞化現象も相伴って，大阪市の経済的中枢機能は

著しく低下する。これらのことを統計データで，大阪市の経済力の低下を特別

区部と対比して考察する。比較分析に用いる主な統計は「国勢調査」（昭和６０

年から平成１７年）および「事業所統計調査」（昭和６１年，平成３年），「事業

所・企業統計調査」（平成８年から平成１８年）である。



� 人 口

１ 常住（夜間）人口（「表１」，「表２」から）

大阪市の人口は高度経済成長期末の１９７０年には３００万人の大台を割り，横

浜市に追い抜かれて第３の都市となる。日本の人口は経済が高度成長するにつ

れて増加し，特に都市の人口は労働力として若年層の都市移動による社会的増

加も相伴って大幅に増加する。大阪市の人口は１９６５（昭和４０）年に３１５万人

強になるが，大阪万国博覧会の１９７０年には２９８万人に，１９８０年には約２６４万

人となり，１５年間で約１６％減の５１万人も減少し，その後も減少が続いて２００５

年には２６０万人弱となり，１９６５年から約１８％減の５６万人も減少する。

特別区部の人口も大阪市と同様に１９７０年から減少するが，平成不況期の

２０００年から増加に転じている。また，相違点は特別区部の人口が２００５年にお

いて，１９６５年より約６％減の５４万人も少ないが，数・率とも大阪市よりも小

さい。両都市の人口減少は周辺地域の人口増となっている。特に，特別区部の

オリンピックの開催に伴い，首都圏に莫大な社会資本が投下され交通網が広域

に拡張され，通勤・通学の時間が短縮され，人口の分布が周辺地域に拡散した

と考えられる。産業都市でもある横浜市の人口は１９６５年の約２７７万人から

１９８０年には約２７７万人と大阪市を上回り，その後も増加傾向で，２００５年には

１９６５年の約２倍の３５０万人台となる。川崎市も同様に，１９７５年に１００万人台

となり，２００５年には１９６５年より約５５％増の４７万人も増加している。両都市

とも産業都市でありながら特別区部のベッドタウンの役割を担っている。一

方，大阪圏も万博開催のために道路・交通網が拡張されるが，京都市の人口

は２００５年が約１４６万人で１９６５年より約１０万人，神戸市が約３１万人増にすぎ

ない。

人口の動向は社会経済活動と関連しており，高度経済成長期の両都市の経済

は周辺地域の人口増に影響を与えている。大阪圏（大阪府，京都府，兵庫県，

奈良県）の人口が全国に占める割合は高度成長期が終わる頃の１９７５年の
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１３．３％をピークにして１３％そこそこで推移するにすぎないが，東京圏（東京

都，埼玉県，千葉県，神奈川県）は一貫して増加傾向にあり，２００５年には２４．８％

を占め，日本の人口の４分の１を集積するようになる。大阪圏に対する東京圏

の人口比は１９６５年の１．５６９から２００５年には１．９０３に拡大する。４０年間で東

京圏では人口が約１，２２７万人も増加し，１９６５年の大阪圏の人口約１，２０７万人

よりも多い。このことは両都市圏の経済力の格差によるものであると思われ

る。経済力によることを明確にするために，昼間人口を考察する。

２ 昼間人口

昼間人口は両都市とも高度成長期の半ばの１９６５年を境にして減少し，バブ

ル経済が始まる前の１９８５年から増加に転じる。特別区部では１９９５年，２０００

年と減少して２００５年には増加するが，大阪市では１９９５年から減少し，２００５

年度
都市

昭和４０年
１９６５年

昭和４５年
１９７０年

昭和５０年
１９７５年

昭和５５年
１９８０年

昭和６０年
１９８５年

平成２年
１９９０年

平成７年
１９９５年

平成１２年
２０００年

平成１７年
２００５年

特別区部 常住人口
昼間人口
比 率

８，８９３
１０，０４０
１１２．９

８，８４１
１０，４４７
１１８．２

８，６４７
１０，７２５
１２４．０

８，３３６
１０，６１３
１２７．３

８，３４７
１０，９５８
１３１．３

８，０９９
１１，２８８
１３９．４

７，９３５
１１，１９１
１４１．０

８，０９２
１１，１２５
１３７．５

８，３５２
１１，２８５
１３５．１

大阪市 常住人口
昼間人口
比 率

３，１５６
３，８６２
１２２．４

２，９８０
３，８５４
１２９．３

２，７７９
３，７７４
１３５．８

２，６４５
３，６５１
１３８．０

２，６３４
３，７１４
１４１．０

２，６０４
３，８００
１４６．０

２，５９６
３，８０３
１４６．５

２，５９５
３，６６４
１４１．２

２，５９５
３，５８２
１３８．０

横浜市 常住人口
昼間人口
比 率

１，７８９
１，６７６
９３．７

２，２３８
２，０５３
９１．７

２，６２２
２，３７６
９０．６

２，７７１
２，５１１
９０．６

２，９９０
２，６８０
８９．６

３，２０３
２，８４０
８８．７

３，３０４
２，９６４
８９．７

３，４１５
３，０９１
９０．５

３，５４５
３，２０５
９０．４

京都市 常住人口
昼間人口
比 率

１，３６５
１，４１２
１０３．４

１，４１９
１，５０３
１０５．９

１，４６１
１，５７４
１０７．７

１，４７３
１，６０４
１０８．９

１，４７９
１，６１８
１０９．４

１，４５４
１，６０５
１１０．４

１，４５４
１，６０１
１１０．１

１，４５４
１，５８５
１０９．０

１，４６１
１，５８３
１０８．４

神戸市 常住人口
昼間人口
比 率

１，２１７
１，２３５
１０１．５

１，２８９
１，３２６
１０２．９

１，３６１
１，４０７
１０３．４

１，３６２
１，４２１
１０４．４

１，４１０
１，４６５
１０３．９

１，４６７
１，５１８
１０３．５

１，４２３
１，４９４
１０５．０

１，４９２
１，５３７
１０３．０

１，５２１
１，５４８
１０１．８

川崎市 常住人口
昼間人口
比 率

８５５
９３７

１０９．６

９７３
９５２

９７．８

１，０１５
９６９

９５．５

１，０４０
９７９

９４．１

１，０８９
１，０１１
９２．９

１，１７１
１，０５３
９０．０

１，２０２
１，０６７
８８．８

１，２４９
１，０９７
８７．８

１，３２６
１，１５４
８７．１

表１ 常住（夜間）人口，昼間人口（１，０００人）および昼夜間人口比率（％）

出所）各「国勢調査報告」より作成
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年の人口がバブル前の１９８５年よりも約１３万人少ない。特別区部の２００５年の

人口はバブル期の１９９０年とほぼ同水準まで回復し，１９８５年よりも約３３万人

多い。この違いは経済力による。すなわち，経済が低迷しているなかで，IT

ブームが起こり，知識集約型の企業が特別区部に多数あったためである。しか

し，大阪市は相対的に物造りの企業が多く，ITブームの影響をほとんど受け

ず，逆に，大阪市に所在する企業ないし事業所が ITのために減少する。昼間

人口の多くを占める従業者は大阪市ではかなり減少することになる。その結

果，両都市の経済力の格差が拡大する。次に，社会経済活動に影響を受ける

１５歳以上の就業者及び通学者の流入・流出の推移をこの２０年間でみることに

する。

３ 両都市の流出・流入（「表３－１，－２」から）

大阪市の流出人数の割合はほぼ１０％前後であり，多い年で１９９５（平成７）年

の約２９万人で人口の約１１％である。特別区部では５％前後で，大阪市の割合

の半分程度と低い。

年度
地域

昭和４０年
１９６５年

昭和４５年
１９７０年

昭和５０年
１９７５年

昭和５５年
１９８０年

昭和６０年
１９８５年

平成２年
１９９０年

平成７年
１９９５年

平成１２年
２０００年

平成１７年
２００５年

全 国 総 数
増 減 数
増 減 率

９９，２０９ １０４，６６５
５，４５６

５．５

１１１，９４０
７，２７４

７．０

１１７，０６０
５，１２１

４．６

１２１，０４８
３，９８９

３．４

１２３，６１１
２，５６２

２．１

１２５，５７０
１，９５９

１．６

１２６，９２６
１，３５６

１．１

１２７，７６８
８４２
０．７

東京圏 総 数
割 合

１８，９４２
１９．１

２１，９５３
２１．０

２４，７６１
２２．１

２６，３４３
２２．５

２７，８２４
２３．０

２９，２００
２３．６

２９，８７２
２３．８

３０，７２４
２４．２

３１，７１４
２４．８

増 減 数
増 減 率

３，０１１
１５．９

２，８０８
１２．８

１，５８２
６．４

１，４８１
５．６

１，４１３
５．１

６７２
２．３

８５２
２．９

１，０９７
３．６

大阪圏 総 数
割 合

１，２０７０
１２．２

１３，６３９
１３．０

１４，８８０
１３．３

１５，４２２
１３．２

１５，８９１
１３．１

１６，２１０
１３．１

１６，３４９
１３．０

１６，５６７
１３．１

１６，６６３
１３．０

増 減 数
増 減 率

１，５６９
１３．０

１，２４０
９．１

５４３
３．６

４６９
３．０

３１９
２．０

１３９
０．９

２１８
１．３

９１
０．６

東京・大阪圏の人口比 １．５６９ １．６０９ １．６６４ １．７０８ １．７５１ １．８０１ １．８２７ １．８５５ １．９０３

表２ 東京・大阪５０キロ圏の人口（１，０００人），全国に占める割合（％）ならびに増減数お
よび増減率（１，０００人，％）

出所）各「国勢調査報告」より作成
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大阪市の昼間の流入人数の割合は３５～３９％前後で，多い年が流出と同様に

１９９５年の約１５０万人であり，昼間人口の約３９％にあたる。特別区部では２７～

３３％前後で，多い年も同様に１９９５年の約３７２万人で昼間人口の約３３％にあた

る。全般的に，特別区部の流入割合は流出割合と同様に低い。

１５歳以上の就業者および通学者の流入の割合は特別区部が約３９～４５％であ

るのに対して，大阪市が約５１～５５％である。また流出の割合も，特別区部が

約８～９％前後で，大阪市が約１７～１９％前後と１０ポイントも高い。従業者に

限ってみても，流入者の割合は大阪市が約５０％以上で，特別区部よりも約１０

ポイント高い。両都市の共通点は常住就業者数が１９９５年をピークに，昼間就

業者（従業者）数が１９９５年をピークにして減少する。また就業者の流出者数

は両都市とも１９９５年が最も多く，以降，減少しているが，常住就業者に対す

る流出割合は増加傾向である。次に，両都市が周辺地域におよぼす経済力の指

標と考えられる就業者と従業者の動向を詳細にみることにする。

� 就業者と従業者（昼間就業者）

１ 就業者（「表３－１，－２」，「表４」から）

大阪市の就業者はバブル経済期の１９９０（平成２）年にピークの１３４．５万人

となり，以後減少し，２０００年にはバブル前の１９８５年の１３１．１万人より少なく

なり，２００５年には約１５万人も少ない約１１６万人まで減少する。特別区部でも

同様に減少して２００５年には４０１．２万人となり，１９８５年の４３７．５万人より約３６

万人も少なくなっている。減少人数は大阪市の方が少ないが，１９８５年比でみ

ると特別区部の０．９１７に対して，大阪市は０．８８５となり，減少率が大きい。

また常住（夜間）人口に対する就業者の割合は，大阪市が１９８５年の４９．８％

から１９９０年に５１．７％となってから減少して２００５年には４４．７％と約５ポイン

トも低下しているが，特別区部では１９９５年も増加し，２０００年から減少してか

ら２００５年には約４８％となっても大阪市よりも高い。この割合に常住人口の大

きさを考慮に入れると，数値以上に大阪市は平成の慢性的な不況の影響を大き
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く受けていると思われる。このことは次に考える従業者の動向で明らかにする。

２ 従業者（「表３－１，－２」，「表４」から）

従業者は両都市ともバブル期の１９９０年には大幅に増加し，崩壊直後の１９９５

年も余韻で増加するが，不況の慢性化を呈する２０００年から大幅に減少するが，

大きな違いがみられる。大阪市では２０００年には１９８５年の約２，３３２千人より約

８万人少ない約２，２５２千人まで減少し，２００５年にはさらに約２，０９７千人まで

減少して，１９８５年より約２３．５万人も少なくなっている。

一方，特別区部では大阪市と同様に，１９９５年まで増加してから減少傾向で

あるが，２０００年の従業者が約６，９９３千人で，バブル前の１９８５年の約６，６８１千

人より約３１万人も多く，また２００５年が約１万人多い約６，６９４千人である。

また両都市に流入する従業者の動向にも表れている。大阪市の流入従業者は

２００５年が約１，１４４千人で，１９８５年の約１，２１９千人より約７．５千人も少ない

が，特別区部では２００５年が約３，０１７千人で，１９８５年の約２，６０４千人より約４１３

千人も多い。従って，特別区部では２００５年の常住従業者は約３，６７７千人で，

１９８５年の約４，０７７千人より約４０万人も減少するが，流入従業者がその減少人

数を補い，従業者が約１万人強も上回ることになる。しかし，大阪市では２００５

年の常住従業者は約９５３千人で，１９８５年の約１，１１３千人より約１６万人（１９９０

年の約１，１２５千人より約１７２千人）も少なく，流入従業者も約７５千人も少な

くなっていることから，従業者はこの２０年間で実に約２３５千人も減少したこ

とになる。

両都市の就業者と常住従業者の動向にも相違がみられる。就業者が自市で従

業する割合はバブル期でも低下しているが，特別区部の９０％台に対して大阪

市では８０％台で推移している。２００５年の常住従業者を１９８５年と比べて，大阪

市は特別区部の０．９０２に対し０．８５６と低い。従って，従業者に占める常住従業

者は特別区部の５０％以上に対し大阪市では５０％以下と低くなっている。この

割合は大阪市では１９９５年の４４．９％から２００５年に４５．５％と低下し，特別区部
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も５５．３％から５４．９％と低下しているが，従業者に占める流入従業者の割合は，

大阪市ではピーク時の１９９５年の５５．１％から２００５年に５４．５％と低下するが，

特別区部が４４．７％から４５．１％と�かながら高くなっている。この点において

も両都市の違いがあらわれているので，流入する就業者（流入従業者）の推移

をみる必要がある。

昭和６０年
１９８５年

平成２年
１９９０年

平成７年
１９９５年

平成１２年
２０００年

平成１７年
２００５年

昼間人口 ３，７１４ ３，８００ ３，８０３ ３，６６４ ３，５８２

従 業 者 ２，３３２
１．０００

１００．０／

２，４５５
１．０５３

１００．０／

２，４７２
１．０６０

１００．０／

２，２５２
０．９６６

１００．０／

２，０９７
０．８９９

１００．０／

常住就業者

そのうち大阪市で従業（常住従業者）
常住就業者に対する常住従業者の割合

１，３１１
１．０００
１，１１３

８４．９％
４７．７／

１，３４５
１．０２７
１，１２５

８３．６％
４５．８／

１，３３６
１．０１９
１，１０９

８３．０％
４４．９／

１，２３１
０．９３９
１，０２０

８２．９％
４５．３／

１，１６０
０．８８５

９５３
８２．２％
４５．５／

流入従業者 １，２１９
５２．３／１００．０

１，３３０
５４．２／１００．０

１，３６３
５５．１／１００．０

１，２３１
５４．７／１００．０

１，１４４
５４．５／１００．０

うち大阪府内から ７８６
３３．７／ ６４．５

８４３
３４．３／ ６３．４

８５６
３４．６／ ６２．８

７５１
３３．４／ ６１．０

６８９
３２．８／ ６０．２

うち大阪府外から ４３２
１８．５／ ３５．５

４８７
１９．８／ ３６．４

５０７
２０．５／ ３７．２

４８０
２１．３／ ３９．０

４５５
２１．７／ ３９．８

そのうち京都府 ４８
２．１／ ３．９

５３
２．２／ ４．０

５９
２．４／ ４．３

５５
２．５／ ４．５

５４
２．６／ ４．７

兵庫県 ２３５
１０．１／ １９．３

２６６
１０．８／ ２０．０

２６４
１０．７／ １９．４

２５９
１１．５／ ２１．０

２５２
１２．０／ ２２．０

奈良県 １１５
４．９／ ９．５

１３０
５．３／ ９．８

１３８
５．６／ １０．２

１２４
５．５／ １０．４

１０９
５．２／ ９．５

従業者における３府県の占める比率
流入従業者における３府県の占める比率
府外の流入従業者に占める３府県の割合

０．１７１
０．３２６

９２．９％

０．１８３
０．３３８

９２．３％

０．１８６
０．３３８

９１．０％

０．１９４
０．３５６

９１．２％

０．１９８
０．３６３

９１．１％

住従業者に対する府外の流入従業者比 ０．３８８ ０．４３３ ０．４５７ ０．４７１ ０．４７７

昼間人口における従業者の占める比率 ０．６２８ ０．６４６ ０．６５０ ０．６１４ ０．５８５

表４－１ 大阪市の就業者と従業者および流入従業者（１，０００人），構成比率（％）

出所）各「国勢調査報告」より作成
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３ 流入従業者（「表４－１，－２」，「表５－１，－２」から）

両都市に流入する就業者（流入従業者）の常住地別に大きな違いがみられる。

大阪市では大阪府内から流入する割合が５０％強であり，特別区部では東京都

内から流入する割合が２０％以下と低い。従って従業者に占める流入従業者の

割合も，大阪市の３０％強に対して特別区部が１０％未満で低い。しかし，都内

から流入する就業者が特別区部の従業者に占める割合は１９８５年の７．５％から

昭和６０年
１９８５年

平成２年
１９９０年

平成７年
１９９５年

平成１２年
２０００年

平成１７年
２００５年

昼間人口 １０，９５８ １１，２８８ １１，１９１ １１，１２５ １１，２８５

従 業 者 ６，６８１
１．０００

１００．０／

７，２４９
１．０８５

１００．０／

７，２６８
１．０８８

１００．０／

６，９９３
１．０４７

１００．０／

６，６９４
１．００２

１００．０／

常住就業者

そのうち特別区部で従業（常住従業者）
常住就業者に対する常住従業者の割合

４，３７５
１．０００
４，０７７

９３．２％
６１．０／

４，４４６
１．０１６
４，１１６

９２．６％
５６．８／

４，３７２
０．９９９
４，０２０

９２．０％
５５．３／

４，２４３
０．９７０
３，９０３

９２．０％
５５．８／

４，０１２
０．９１７
３，６７７

９１．７％
５４．９／

流入従業者 ２，６０４
３９．０／１００．０

３，１３３
４３．２／１００．０

３，２４８
４４．７／１００．０

３，０９０
４４．２／１００．０

３，０１７
４５．１／１００．０

うち東京都内から ５０１
７．５／ １９．２

５７０
７．９／ １８．２

５６５
７．８／ １７．４

５３３
７．６／ １７．２

５１６
７．７／ １７．１

うち東京都外から ２，１０３
３１．５／ ８０．８

２，５６３
３５．４／ ８１．８

２，６８３
３６．９／ ８２．６

２，５５８
３６．６／ ８２．８

２，５０１
３７．４／ ８２．９

そのうち埼玉県 ６９０
１０．３／ ２６．５

８６６
１１．９／ ２７．６

９２４
１２．７／ ２８．４

８６７
１２．４／ ２８．１

８２２
１２．３／ ２７．２

千葉県 ６１９
９．３／ ２３．８

７５０
１０．３／ ２３．９

７７７
１０．７／ ２３．９

７３４
１０．５／ ２３．８

７０８
１０．６／ ２３．５

神奈川県 ６８０
１０．２／ ２６．１

８３２
１１．５／ ２６．６

８５４
１１．８／ ２６．３

８３５
１１．９／ ２７．０

８４７
１２．７／ ２８．１

従業者における３県の占める比率
流入従業者における３県の占める比率
都外の流入従業者に占める３県の割合

０．２９８
０．７６４

９４．６％

０．３３８
０．７８１

９５．５％

０．３５２
０．７８７

９５．２％

０．３４８
０．７８８

９５．３％

０．３５５
０．７８８

９５．０％

常住従業者に対する都外の流入従業者比 ０．５１６ ０．６２３ ０．６６７ ０．６５５ ０．６８０

昼間人口のおける従業者の占める比率 ０．６１０ ０．６４２ ０．６４９ ０．６２９ ０．５９３

表４－２ 特別区部の従業者および流入従業者（１，０００人）と構成比率（％）

出所）各「国勢調査報告書」より作成
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１９９０年に７．９％と高まってから低下するが，２００５年も１９８５年より高い７．７％

を占めている。大阪市の場合，府内から占める割合はもともと高く，１９８５年

の３３．７％から１９９５年に３４．６％と高まってから低下し，２００５年には３２．８％と

１９８５年よりも低くなっている。流入する就業者は大阪市が１９８５年の約７８６千

人から２００５年に約１０万人も少なくなって６８９千人に減少するが，特別区部で

は約５０１千人から約５１６千人で，約１．５万人も増えている。大阪市の経済不振

による雇用の悪化が府内からの流入する就業者の減少に表れている。この現象

は大阪市の従業者減に関連している。すなわち，大阪市の従業者の減少は１９８５

年度
地域

昭和６０年
１９８５年

平成２年
１９９０年

平成７年
１９９５年

平成１２年
２０００年

平成１７年
２００５年

京 都 府

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

１，２１９，６３９
１０８，２０４
８．８７％

１，２７３，４８６
１２３，８４６
９．７２％

１，３１５，５２８
１４２，４７２
１０．８３％

１，２７０，４８５
１４２，５６２
１１．２２％

１，２４８，０２０
１４３，６６５
１１．５１％

大 阪 市 へ
常住・割合
流出・割合

４８，０５７
３．９４％

４４．４１％

５３，１８４
４．１８％

４２．９４％

５８，５２４
４．４５％

４１．０８％

５５，４１３
４．３６％

３８．８７％

５４，１９４
４．３４％

３７．７２％

兵 庫 県

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

２，４００，６８４
３１４，２３３
１３．０９％

２，５４３，４０２
３５６，４２５
１４．０１％

２，６０４，７９１
３６０，１７２
１３．８３％

２，５９８，８８０
３６１，０６３
１３．８９％

２，５５３，９６５
３５９，７７７
１４．０９％

大 阪 市 へ
常住・割合
流出・割合

２３５，２７１
９．８０％

７４．８７％

２６６，１３７
１０．４６％
７４．６７％

２６４，０７９
１０．１４％
７３．３２％

２５９，０３１
９．９７％

７１．７４％

２５２，０４３
９．８７％

７０．０６％

奈 良 県

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

５６６，０５７
１７４，３３４
３０．８０％

６１６，２９１
２００，２３５
３２．４９％

６６５，７７４
２１７，４０３
３２．６５％

６５５，６６３
２０２，５６３
３０．８９％

６３４，５４９
１８６，０４０
２９．３２％

大 阪 市 へ
常住・割合
流出・割合

１１５，３５９
２０．３８％
６６．１７％

１３０，３４４
２１．１５％
６５．１０％

１３８，４７０
２０．８０％
６３．６９％

１２３，７１３
１８．８７％
６１．０７％

１０８，６８２
１７．１３％
５８．４２％

京 都 府
兵 庫 県
奈 良 県
の 合 計

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

４，１８６，３８０
５９６，７７１
１４．２６％

４，４３３，１７９
６８０，５０６
１５．３５％

４，５８６，０９３
７２０，０４７
１５．７０％

４，５２５，０２８
７０６，１８８
１５．６１％

４，４３６，５３４
６８９，４８２
１５．５４％

大 阪 市 へ
常住・割合
流出・割合

３９８，６８７
９．５２％

６６．８１％

４４９，６６５
１０．１４％
６６．０８％

４６１，０７３
１０．０５％
６４．０３％

４３８，１５７
９．６８％

６２．０５％

４１４，９１９
９．３５％

６０．１８％

表５－１ 大阪圏の常住就業者と流出就業者数・割合

出所）各「国勢調査報告」より作成
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年の約２，３３２千人から２００５年に約２，０９７千人と約１０％減少し，府内からの流

入減約１２％によると考えられる。

両都市の周辺地域からの流入従業者は１９９５年まで増加した後に減少する

が，従業者に占める割合は常に増加している。その割合は特別区部が１９８５年

の３１．５％から２００５年には３７．４％と約６ポイントも高いが，大阪市では１８．５％

から２１．７％の約３ポイント高で低い。反対に，特別区部では流入従業者に占

める周辺地域の割合は１９８５年の８０．８％から２００５年に８２．９％と約２ポイント

も高まるが，大阪市では３５．５％から３９．８％と約４ポイント高と大きい。しか

年度
地域

昭和６０年
１９８５年

平成２年
１９９０年

平成７年
１９９５年

平成１２年
２０００年

平成１７年
２００５年

埼 玉 県

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

２，７７５，２１２
７９１，２３５
２８．５１％

３，２３１，５５１
９９８，４７６
３０．９０％

３，５１２，９６９
１，０８９，９０５

３１．０３％

３，５２８，３７６
１，０４４，２９５

２９．６０％

３，５０９，１８９
１，０００，４５４

２８．５１％

特別区部へ
常住・割合
流出・割合

６９０，１８６
２４．８７％
８７．２３％

８６６，１２２
２６．８０％
８６．７４％

９２３，６４６
２６．２９％
８４．７５％

８６７，４３１
２４．５８％
８３．０６％

８２１，７７５
２３．４２％
８２．１４％

千 葉 県

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

２，４１６，７２７
６７４，３６７
２７．９０％

２，７７０，６３３
８２１，０７６
２９．６４％

２，９９１，８０８
８６４，０８９
２８．８８％

２，９７５，６８５
８２７，９７４
２７．８２％

２，９４８，５８１
８０５，１５０
２７．３１％

特別区部へ
常住・割合
流出・割合

６１９，３０６
２５．６３％
９１．８４％

７４９，６９６
２７．０６％
９１．３１％

７７６，９７０
２５．９７％
８９．９２％

７３４，２５４
２４．６８％
８８．６８％

７０７，６２２
２４．００％
８７．８９％

神奈川県

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

３，５４３，５９５
７６２，４８２
２１．５２％

４，０３３，６８６
９４０，０２８
２３．３０％

４，２７３，２００
９９０，１０７
２３．１７％

４，２４５，２７１
９８０，２５７
２３．０９％

４，３１４，５３５
１，００２，４５２

２３．２３％

特別区部へ
常住・割合
流出・割合

６８０，１９１
１９．１９％
８９．２１％

８３２，０００
２０．６３％
８８．５１％

８５４，３５０
１９．９９％
８６．２９％

８３５，１３７
１９．６７％
８５．２０％

８４７，００４
１９．６３％
８４．４９％

埼 玉 県
千 葉 県
神奈川県
の 合 計

常住就業者
流出就業者
流 出 割 合

８，７３５，５３４
２，２２８，０８４

２５．５１％

１０，０３５，８７０
２，７５９，５８０

２７．５０％

１０，７４９，３３２
２，９４４，１０１

２７．３２％

１０，７４９，３３２
２，８５２，５２６

２６．５４％

１０，７７２，３０５
２，８０８，０５６

２６．０７％

特別区部へ
常住・割合
流出・割合

１，９８９，６８３
２２．７８％
８９．３０％

２，４４７，８１８
２４．３９％
８８．７０％

２，５５４，９６６
２３．７１％
８６．７８％

２，４３６，８２２
２２．６７％
８５．４３％

２，３７６，４０１
２２．０６％
８４．６３％

表５－２ 東京圏の常住就業者と流出就業者数・割合

出所）各「国勢調査報告」より作成
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し，１９８５年の周辺地域の流入従業者の人数を１とすると，特別区部の２００５年

が１．１８９に対し，大阪市は１．０５３となって小さい。この数値から特別区部は周

辺地域におよぼす影響度が大阪市より大きいことを示している。

特別区部の影響力の大きさは神奈川県からの流入従業者の推移に表れてい

る。神奈川県は大阪市の人口より多い約３５０万人以上の人口を有する横浜市と

約１３３万人の川崎市を有しながら，特別区部の従業者に占める割合は１９８５年

の１０．２％から一貫して増加している。この両都市は産業都市である一方で，

昼間人口が夜間人口より少ないことから特別区部のベッドタウンとなってい

る。一方，大阪市のベッドタウンとして人口が増加してきた奈良県では１９９５

年まで常住就業者が１９８５年より約１０万人多い約６６６千人まで増加し，流出就

業者も約２１７千人まで増加しているが，大阪市に流出する就業者の割合は１９９０

年を境にして減少している。大阪市へ流出する就業者が奈良県の常住従業者に

占める割合は経済不況が慢性化を呈する２０００年に２０％を割り込み，２００５年に

は１７．１３％となり，バブル前の１９８５年の２０．３８％より３ポイント強も低下して

いる。この現象は大阪市の従業者に占める割合が最も多い兵庫県においてもみ

られる。兵庫県の大阪市の従業者に占める割合は１９８５年の１０．１％から２００５

年の１２．０％（人数が１９９０年の約２６６千人から減少し）に増加しているが，常

住就業者に対する大阪市へ流出する就業者の割合は１９９０年の１０．４６％から

２００５年に９．８７％と低下する。バブル崩壊後の経済ダメージは大阪市のベッド

タウンとして人口並びに常住就業者が増加してきた奈良県が大きな影響を受け

たことになる。すなわち，奈良県は常住就業者に対する流出就業者の割合が京

都府や兵庫県に比べて３０％と高く，大阪市へ流出する就業者の割合も１９９５年

まで２０％強である。

東京圏の流出する就業者が特別区部の従業者に占める割合は３県とも１０％

台である。３県の占める比は１９８５年の０．２９８から２００５年の０．３５５（大阪市で

は０．１７１から０．１９８と低いが）に増している。特別区部の流入従業者における

３県から流出する就業者が占める比は１９８５年の０．７６４から２００５年には０．７８８
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に高まっている（大阪市では半分以下の０．３２６から０．３６３である。）特別区部

の経済力は大阪市に比べて東京圏におよぼす影響が大きいことだと言える。

常住就業者に関して，埼玉県では１９８５年の約２，７７５千人から２０００年に約

２７％増の３，５２８千人と増加して２００５年には約３，５０９千人に減少するが，１９８５

年より２６．４％も多い。千葉県では１９８５年の約２，４１７千人から１９９５年に２３．８％

増の２，９９２千人に増加して２００５年には約２，９４９千人に減少するが，１９８５年よ

り約２２％も多い。神奈川県では１９８５年の約４，２７３千人から１９９５年に２０．６％

増の４，２７３千人に増加して１９９５年には２０．６％増の４，２７３千人に増加した後に

減少するが，２００５年には１９９５年よりも多い約４，３１５千人に増加し，１９８５年よ

り２１．８％も多くなっている。

流出する就業者の推移は３県とも常住就業者の動向と同じであるが，流出す

る割合は神奈川県以外，常住就業者の推移と同じである。神奈川県の流出割合

は１９９０年に２３．３０％と増加した後に減少するが，２００５年には２３．２３％まで回

復している。特別区部に流出する就業者は２０００年まで埼玉県が最も多いが，

人数のピークが１９９５年の約９２４千人で，２００５年には約８２２千人まで減少して

いる。千葉県も同様に１９９５年の約７７７千人をピークにして，２００５年には約７０８

千人に減少する。神奈川県は１９９５年の約８５４千人に増加して減少するが，２００５

年には約８４７千人まで回復する。また，特別区部の従業者に占める神奈川県の

割合は１９８５年の１０．２％から一貫して増加して２００５年には１２．７％と高まって

いる。

特別区部に流出する常住就業者に対する割合は３県とも１９９０年に２４．３９％

と高まるが，流出者数が最も多い１９９５年から低下する。神奈川県だけが２００５

年の割合は１９．６３％で１９８５年の１９．１９％よりも高い。しかし，東京圏の各３県

の特別区部に流出する常住就業者との割合は大阪圏の３府県に比べて高い水準

である。

京都府の割合は４％台で推移し，流出就業者が多い兵庫県でも２０００年に

１０％を割り込んでいる。常住就業者に対する流出就業者の割合が両都市圏で最
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も高い水準（２０００年まで３０％以上）である奈良県は常住就業者に対する大阪

市へ流出する就業者の割合が１９９５年をピークにして低下し，２００５年には

１７．１３％と１９８５年の２０．３８％に比べて約３ポイントも低下している。

東京圏の３県において，特別区部に流出する就業者総数は１９８５年の約１９９

万人からバブル期を経た１９９５年には２８．４％増の約２５５万人となる。大阪圏も

大阪市に流出する就業者総数は１９８５年の約４０万人から１９９５年には１５．６％増

の約４６万人となるが，東京圏に比べて少ない。１９９５年以後，両都市圏とも両

都市に流出する就業者総数は減少傾向であるが，東京圏では２００５年が１９８５年

より１９．４％多い約２３８万人であるのに対して，大阪圏は�か４．１％多い約４１

万人と少ない。これらの数値はバブル期において大阪市の経済活況が特別区部

の経済繁栄と同水準でなかったこと，またバブル後の景気低迷が大阪市の経済

衰退を語っていると思える。

両都市圏の両都市に流出する就業者が常住就業者総数の割合は大阪圏が

１０％程度に対し，東京圏が２０％強である。特に，バブル期の１９９０年では，東

京圏の割合は２４．３９％（大阪圏が１０．１４％）で常住就業者の約４分の１が特別

区部に流出していることになる。また両都市の経済力の格差は昼間人口に占め

る従業者の比率からも読み取れる。すなわち，大阪市では１９８５年の０．６２８か

ら１９９５年に０．６５０と増すが，２０００年に０．６１４，２００５年には０．５８５とさらに低

下する。特別区部では１９８５年の比率が大阪市より低い０．６１０から低下して，

２００５年には０．５９８まで低下するが，２００５年の低下を１９８５年と比較すると，特

別区部の下落が０．０１７に対して大阪市が０．０４３と大きい。この２０年間におけ

る経済状態の違いはこれらの数値に表れている。この違いを職業別従業者で明

らかにしてみる。

� 職業別従業者（「表６」から）

１ 従業者総数

全国の従業者数は１９８５年の約５，８３６万人から１９９５年に過去最多の約６，４１４
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万人に増加した後に減少して，２００５年には約６，１５１万人に減少するが，１９８５

年より約５％も多い。

特別区部の従業者は約６６８万人から１９９５年に約７２７万人に増加した後に減

少して，２００５年には約６６９万人に減少するが，１９８５年より１２，６８０人も多い。

対全国比は１９８５年の０．１１４５からバブル期の１９９０年に０．１１７５と高まるが，最

多の１９９５年には０．１１３３と低下していく。

大阪市の場合，約２３３万人から１９９５年に約２４７万人に増加した後に減少し

て，２００５年には１９８５年より約２４万人少ない約２１０万人に減少する。対全国

比は１９８５年の０．０４から１９９０年でも０．０３９８に低下し，２００５年には０．０３４１ま

で低下する。また対特別区部比は１９８５年の０．３４９から１９９０年に０．３３８７と低

下し，２００５年には０．３１３３とさらに低下する。これらの数字から両都市の経済

力の格差が拡大し，不況が進展するにつれて大阪市の地位が低下していること

が判る。

２ 職業別の従業者

�の農林漁業関係の職業については両都市とも割合が低いので考察しない。

１）�の生産・運輸関係の職業

全国平均は１９８５年の約２，０７２万人から１９９５年に約２，１６９万人と４．７％増の

約９８万人も増加した後に減少傾向で，２００５年には１９８５年より９．６％減の約

１９９万人も少ない約１，８７３万人に減少する。日本経済はバブル後の金融不安並

びに円高現象が続くなかで，経済不振にあえていた。特に，製造業はバブル期

で人件費が上昇して生産費を押し上げ，国際競争力の低下で苦悩している状況

であった。その過程で，製造業は事業の縮小並びに倒産が強いられて行く，ま

た生産費削減の対策として海外生産で対応しようとする。その結果，従業者が

減少し，さらに産業空洞化現象が起こり，さらなる従業者減となり，この職業

の構成比率は１９８５年の３５．５％から２００５年には３０．４％まで低下する。

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ２１



特別区部では１９８５年の約１６７万人から一貫して減少し，２００５年には約２５％

減の約１２６万人も減少する。この職業の構成比率は１９８５年の２５．０％から２００５

年に１８．８％に下落し，対全国比は１９８５年の０．０８０７から２００５年には０．０６７１

まで低下する。

大阪市も１９８５年の約６６万人から一貫して減少し，２００５年に約２９％減の１９

万人も少ない約４７万人に減少する。この職業の構成比率は特別区部より高

く，１９８５年の２８．４％から２００５年に２２．４％まで下落し，対全国比も０．０３１９か

ら０．０２５１に低下する。対特別区部比は１９８５年の０．３９６０から１９９０年に０．３９０９

と低下するが，１９９５年では逆に０．４０２３に上昇して，２００５年には０．３７４８まで

低下する。１９９５年の現象は大阪市が相対的に製造業おいて零細企業が多く，

バブル期に事業の改善ができないまま自転車操業で事業を存続させていたこと

によると思われる。不況が長引くにつれて事業の存続が不可能となって倒産し

て従業者がその後に大幅に減少する。その結果，この業種の約１９万人減は２００５

年の従業者総数が約２３万人も減少させることになっていると思われる。

２）�の販売・サービス関係の職業

全国平均は２０００年まで増加してから減少する。従業者は１９８５年の約１，３２９

万人からバブル期を経て１９９５年に約２１８万人増の約１，５４７万人となり，その

後も増加して２００５年には約１，５９７万人となり２０年間で２０．２％増の約２６８万

人も増加する。この職業の増加人数は総従業者の増加約３１５万人の約９０％に

あたる。

特別区部では１９８５年の約１８５万人から１９９５年に１３．６％増の約２５万人も多

い約２１０万人から減少し，２００５年には約１９５万人まで減少するが，１９８５年の

５．５％増の１０万人も多い。構成比率は１９８５年の２７．７％から２００５年に２９．１％

となり，対全国比は０．１３９０から１９９０年に０．１４１３になってから低下して２００５

年には０．１２２１まで低下する。

大阪市では約７０万人から１９９５年に約７７万人に増加した後に減少して，
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２００５年には約６８万人まで減少する。全国も特別区部も２００５年の従業者は１９８５

年より多いが，大阪市では約２万人も少ない。対全国比は０．０５３から低下して

２００５年には０．０４２まで低下し，対特別区部比でも０．３８１４から２００５年には

０．３５０７まで低下する。この職業の対全国比が他の職業の比より大きいことは

大阪市が昔から商人の町として栄えてきたという一端を示している。構成比率

は特別区部より大きいが，１９８５年の３０．２％から２０００年に３２．７％と高まると

いった奇妙な現象は従業者の増加によるのではなく，大阪市の従業者総数が大

幅に減少したことによる。

３）�の事務・技術・管理関係の職業

全国平均では１９８５年の約１，８８３万人から１９９５年に約２１％増の３９５万人も

多い約２，２７８万人に増加した後に減少し，２００５年には約２，２６９万人に減少す

るが１９８５年より約２０．５％の約３８７万人も多い。この職業は１９９５年に�の生

産・運輸関係の職業の従業者数と逆転して約１０９万人も多くなる。この１０年

間で，�の職業の従業者の増加が約９８万人に対して�の職業の増加が約３９５

万人であったことはバブル期の景気が物の生産活動によってもたらされたもの

でなく，物および貨幣の流通による実体を伴わない経済繁栄であったことを

示す。

特別区部ではこの職業は全国平均と同様にバブル期で約４０万人も増加し，

従業者総数の増加分の約５９万人の約７０％を占めることになる。その後は減少

して２００５年の約３３１万人は１９８５年の約３１１万人よりも約１９万人多い。対全

国比は１９８５年の０．１６５４から１９９０年に０．１６５６になってから減少して２００５年

には０．１４５７まで低下する。しかし，構成比率は１９８５年の４６．６％から２００５年

には４９．４％へと高まる。

大阪市も特別区部と同様で，バブル期の１９９０年に約１０５万人となり，１９８５

年の約９６万人より９．６％増の約９万人も多くなり，１９９５年も増加してから減

少して２００５年には１９８５年より約５．１％減の約５万人も少ない約９１万人に減
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少する。しかし，構成比率は１９８５年の４１．０％から２００５年には４３．３％と高まる。

対全国比は１９８５年の０．０５０８から低下して２００５年には０．０４と低下する。また

対特別区部比も低下して１９８５年の０．３０７１から２００５年には０．２７４６となる。

両都市の相違点は�と�の職業において顕著に露呈している。バブル期で従

業者はどちらも増加した後に減少するが，大阪市では減少して２００５年の従業

者が１９８５年を下回っているが，特別区部では減少していても上回っている。

次に，バブル経済崩壊後の動向を「事業所・企業統計調査」を用いて，経営組

織別に事業所および従業上の地位別従業者の推移から両都市の違いを考察して

みる。

� 経営組織別事業所および従業上の地位別従業者

１ 事業所（「表７－１，－２，－３」，「表８－１，－２，－３」から）

雇用の推移を事業所の推移に関連づけて考察することが重要である。ここで

はバブル期までを総務省の「事業所統計調査」を用いて簡単にみて，崩壊後の

動向を「事業所・企業統計調査」から両都市の特徴および違いを検討する。

民営の事業所総数はバブル期に約５万件も増加し，１９９１（平成３）年には約

６５６万件と過去最多となる。バブル経済の崩壊後，事業所総数は約４万件も減

少して１９９６（平成８）年に約６５２万件となり，その後も減少が続き，２００６年に

は１９９１年の１２．８％減の約８４万件も少ない約５７２万件まで減少する。バブル

後に経済不況が慢性化するにつれて，産業界では規模の経済性を求める動きも

あって，規模の小さい事業所を整理することになっていた。特に，規模の小さ

い個人経営の事業所は大幅に自然淘汰され，１９８６（昭和６１）年の約４１１万件

から１９９６年には約６２万件減の約３４９万件となり，さらに２００６年には３３．３％

減の約１３７万件も少ない約２７４万件まで減少する。ここでは「表７」と「表８」

を用いて，バブル崩壊後の１９９６（平成８）年から全国，特別区部および大阪

市について詳細に検討する。

全国の民営事業所総数は１９９６年の６，５２１，８３７件から２００１年に５．９％減の
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３８３，５２５件，２００６年には６．８％減の４１５，７５３件とさらに減少して５，７２２，５５９件

となる。

特別区部では１９９６年の６２０，９５９件から２００１年に ７％減の４３，４１４件，２００６

年には４．９％減の２８，３４６件も減少して５４９，１９９件となる。対全国比は１９９６年

の０．０９５から２００１年に０．０９４と低下し，２００６年には０．０９６となる。

大阪市では１９９６年の２６１，１５３件から２００１年に１１．６％減の３０，３４７件，２００６

年にはさらに１３．４％減の３０，９５３件も減少して１９９，８５３件となる。対全国比は

１９９６年の０．０４０から２００１年に０．０３８に，２００６年には０．０３５とさらに低下す

る。大阪市の対全国比は低下傾向にあるが，特別区部はほぼ一定水準で推移し

ている。

１）個人経営

全国では，事業所は２００１年に１０．２％減の３５７，０９０件，２００６年にはさらに増

えて１２．７％減の３９７，０１２件も減少する。その結果，民営総数に占める個人経

営の割合は１９９１年の５３．３％から１９９６年に５１．０％，２００６年には５割を割り込

んだ４７．８％まで低下する。この１０年かの減少件数は特別区部の総事業所総数

を上回る７５４，１０２件で非常に多い。

特別区部では，事業所は１０年間で５８，７２０件も減少するが，対全国比は１９９６

年の０．０７３，２００１年も２００６年も０．０７２でほぼ一定で推移している。特別区部

の事業所総数に占める個人経営の割合は全国平均よりも低く，１９９６年の

４１．０％から２００１年に３９．０％，２００６年にはさらに３５．７％と低下している。

大阪市では，事業所は１０年間で１９９６年の４４．７％にあたる６１，３００件も減少

する。この減少件数は特別区部の件数よりも多い。従って，対全国比は１９９６

年の０．０３９から２００６年には０．０３４に低下する。事業所総数に占める個人経営

の割合は１９９６年の５２．５％から２００１年に５０．２％となり，２００６年には４６．４％ま

で低下する。
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年度
経営組織

平成８年
１９９６年

平成１３年
２００１年

平成１８年
２００６年

対増減数・率（％）

平成８～１３年 平成１３～１８年

事業所総数
６，５２１，８３７ ６，１３８，３１２ ５，７２２，５５９ －３８３，５２５ －４１５，７５３

［１００．０］ ［１００．０］ ［１００．０］ －５．９ －６．８

従業者総数 ５７，５８３，０４２ ５４，９１２，７０３ ５４，１８４，４２８ －２，６７０，３３９ －７２８，２７５

１００．０％ １００．０％ １００．０％ －４．６ －１．３

個人業主 ３，４４４，４３８ ３，０９１，４７１ ２，７００，４９９ －３５２，９６７ －３９０，９７２

６．０％ ５．６％ ５．０％ －１０．２ －１２．６

無給家族従業者 １，１１７，３４８ ９４７，０４３ ７７５，５４２ －１７０，３０５ －１７１，５０１

１．９％ １．７％ １．４％ －１５．２ －１８．１

有給役人 ４，４３１，９３３ ４，１３９，２００ ３，９３０，３６５ －２９２，７３３ －２０８，８３５

７．７％ ７．５％ ７．３％ －６．６ －５．０

常用雇用 ４５，６９３，１９２ ４５，１９６，１２１ ４５，１５０，３３０ －４９７，０７１ －４５，７９１

１．０００ ７９．４％ １．０００ ８２．３％ １．０００ ８３．３％ －１．１ －０．１

正社員・正職員 ３４，６２６，４６８ ３０，８０２，３７１ ２９，１５７，９７８ －３，８２４，０９７ －１，６４４，３９３

０．７５８ ６０．１％ ０．６８２ ５６．１％ ０．６４６ ５３．８％ －１１．０ －５．３

正社員・正職員 １１，０６６，７２４ １４，３９３，７５０ １５，９９２，３５２ ３，３２７，０２６ １，５９８，６０２

以外 ０．２４２ １９．２％ ０．３１８ ２６．２％ ０．３５４ ２９．５％ ３０．１ １１．１

臨時雇用 ２，８９８，１３１ １，５３８，８６８ １，６２７，６９２ －１，３５９，２６３ －８８，８２４

５．０％ ２．８％ ３．０％ －４６．９ －５．８

個人経営事業所
３，４８９，２０９ ３，１３２，１１９ ２，７３５，１０７ －３５７，０９０ －３９７，０１２

［５３．５］ ［５１．０］ ［４７．８］ －１０．２ －１２．７

従 業 者 １０，１１２，７６７ ９，００７，００９ ７，５５９，３３４ －１，１０５，７５８ －１，４４７，６７５

１７．６％ １６．４％ １４．０％ －１０．９ －１６．１

常用雇用 ４，８２６，９６５ ４，５９０，１２５ ３，７６２，４９５ －２３６，８４０ －８２７，６３０

０．１０６ ８．４％ ０．１０２ ８．４％ ０．０８３ ６．９％ －４．９ －１８．０

正社員・正職員 ３，０９０，６２２ ２，４６５，４９７ １，９７６，８９２ －６２５，１２５ －４８８，６０５

０．０６８ ５．４％ ０．０５５ ４．５％ ０．０４４ ３．６％ －２０．２ －２９．８

正社員・正職員 １，７３６，３４３ ２，１２４，６２８ １，７８５，６０３ ３８８，２８５ －３３９，０２５

以外 ０．０３８ ３．０％ ０．０４７ ３．９％ ０．０４０ ３．３％ ２２．４ －１６．０

臨時雇用 ７２４，０１６ ３７８，３７０ ３２０，７９８ －３４５，６４６ －５７，５７２

１．３％ ０．７％ ０．６％ －４７．７ －１５．２

表７－１ 経営組織別事業所数および従業上の地位別従業者，構成比（民営），全国
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法人経営事業所
２，９９４，０９６ ２，９７１，５９３ ２，９５５，１２３ －２２，５０３ －１６，４７０

［４５．９］ ［４８．４］ ［５１．６］ －０．８ －０．６

従 業 者 ４７，２７９，９８５ ４５，７６０，７１３ ４６，４９４，８７６ －１，５１９，２７２ ７３４，１６３

８２．１％ ８３．３％ ８５．８％ －３．２ １．６

常用雇用 ４０，７０９，５７１ ４０，４８５，２４２ ４１，２８１，３１１ －２２４，３２９ ７９６，０６９

０．８９１ ７０．７％ ０．８９６ ７３．７％ ０．９１４ ７６．２％ －０．６ ２．０

正社員・正職員 ３１，４２０，０１４ ２８，２５６，９４２ ２７，１１６，０３７ －３，１６３，０７２ －１，１４０，９０５

０．６８８ ５４．６％ ０．６２５ ５１．５％ ０．６０１ ５０．０％ －１０．１ －４．０

正社員・正職員 ９，２８９，５５７ １２，２２８，３００ １４，１６５，２７４ ２，９３８，７４３ １，９３６，９７４

以外 ０．２０３ １６．１％ ０．２７１ ２２．２％ ０．３１３ ２６．１％ ３１．６ １５．８

臨時雇用 ２，１５４，４８８ １，１４６，８８２ １，２９４，１７４ －１，００７，６０６ １４７，２９２

３．７％ ２．１％ ２．４％ －４６．８ １２．８

うち株式会社
事業所

１，６４３，０１７ １，５９４，７４３ ２，５７１，３０４ －４８，２７４ ９７６，５６１

［２５．２］ ［２６．０］ ［４４．９］ －２．９ ６１．２

従 業 者 ３４，３２５，９０６ ３２，６０４，６８８ ３９，５３８，６６４ －１，７２１，２１８ ６，９３３，９７６

５９．６％ ５９．４％ ７３．０％ －５．０ ２１．３

常用雇用 ３０，６７７，６０９ ２９，８７４，５２２ ３４，９５４，１２２ －８０３，０８７ ５，０７９，６００

０．６７１ ５３．３％ ０．６６１ ５４．４％ ０．７７４ ６４．５％ －２．６ １７．０

正社員・正職員 ２３，９４２，０７０ ２１，１７１，８６５ ２２，５８１，０４０ －２，７７０，２０５ １，４０９，１７５

０．５２４ ４１．６％ ０．４６８ ３８．６％ ０．５００ ４１．７％ －１１．６ ６．７

正社員・正職員 ６，７３５，５３９ ８，７０２，６５７ １２，３７３，０８２ １，９６７，１１８ ３，６７０，４２５

以外 ０．１４７ １１．７％ ０．１９３ １５．８％ ０．２７４ ２２．８％ ２９．２ ４２．２

臨時雇用 １，３５７，２４７ ６６８，４４１ １，０７７，３０６ －６８８，８０６ ４０８，８６５

２．４％ １．２％ ２．０％ －５０．８ ６１．２

出所）各「事業所・企業統計調査報告」より作成

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ２７



年度
経営組織

平成８年
１９９６年

平成１３年
２００１年

平成１８年
２００６年

対増減数・率（％）

平成８～１３年 平成１３～１８年

事業所総数
６２０，９５９ ５７７，５４５ ５４９，１９９ －４３，４１４ －２８，３４６

［１００．０］ ［１００．０］ ［１００．０］ －７．０ －４．９

従業者総数 ７，０４０，１９６ ６，７１１，５１０ ６，８５９，８００ －３２８，６８６ １４８，２９０

１００．０％ １００．０％ １００．０％ －４．７ ２．２

個人業主 ２５０，２０４ ２２１，１３７ １９２，２７０ －２９，０６７ －２８，８６７

４．０％ ３．３％ ２．８％ －１１．６ －１３．１

無給家族従業者 ６２，１０８ ５４，８３６ ４５，２２３ －７，２７２ －９，６１３

０．９％ ０．８％ ０．７％ －１１．７ －１７．５

有給役人 ６２７，６０４ ５６０，１３６ ５３４，１２１ －６７，４６８ －２６，０１５

８．９％ ８．３％ ７．８％ －１０．８ －４．６

常用雇用 ５，７４３，９５７ ５，６９９，９２９ ５，８８０，４９３ －４４，０２８ １８０，５６４

１．０００ ８１．６％ １．０００ ８４．９％ １．０００ ８５．７％ －０．８ ３．２

正社員・正職員 ４，５５８，６８３ ４，１７０，３５５ ４，１７５，８１７ －３８８，３２８ ５，４６２

０．７９４ ６４．８％ ０．７３２ ６２．１％ ０．７１０ ６０．９％ －８．５ ０．１

正社員・正職員 １，１８５，２７４ １，５２９，５７４ １，７０４，６７６ ３４４，３００ １７５，１０２

以外 ０．２０６ １６．８％ ０．２６８ ２２．８％ ０．２９０ ２４．９％ ２９．０ １１．４

臨時雇用 ３５６，３２３ １７５，４７２ ２０７，４７６ －１８０，８５１ ３２，００４

５．１％ ２．６％ ３．０％ －５０．８ １８．２

個人経営事業所
２５４，８４４ ２２５，００９ １９６，１２４ －２９，８３５ －２８，８８５

［４１．０］ ［３９．０］ ［３５．７］ －１１．７ －１２．８

従 業 者 ７１９，２３５ ６４１，５５４ ５４８，５６５ －７７，６８１ －６２，９８９

１０．２％ ９．６％ ８．０％ －１０．８ －９．８

常用雇用 ３５８，１６９ ３４１，７３３ ２８９，２０１ －１６，４３６ －５２，５３２

０．０６２ ５．１％ ０．０６０ ５．１％ ０．０４９ ４．２％ －６．４ －１５．４

正社員・正職員 ２４５，４６６ １９９，４８０ １６８，０９３ －４５，９８６ －３１，３８７

０．０４３ ３．５％ ０．０３５ ３．０％ ０．０２９ ２．５％ －１８．７ －１５．７

正社員・正職員 １１２，７０３ １４２，２５３ １２１，１０８ ２９，５５０ －２１，１４５

以外 ０．０２０ １．６％ ０．０２５ ２．１％ ０．０２１ １．８％ ２９．２ －１４．９

臨時雇用 ４８，７５４ ２３，８４８ ２１，６５４ －２４，９０６ －２，１９４

０．７％ ０．４％ ０．３％ －５１．１ －９．２

表７－２ 経営組織別事業所数および従業上の地位別従業者，構成比（民営），特別区部

２８ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号



法人経営事業所
３６２，８９１ ３４９，４３８ ３５０，２５５ －１３，４５３ ８１７

［５８．４］ ［６０．５］ ［６３．８］ －３．７ ０．２

従 業 者 ６，３００，９９０ ６，０５４，９８３ ６，２９８，４６６ －２４６，００７ ２４３，４８３

８９．５％ ９０．２％ ９１．８％ －３．９ ４．０

常用雇用 ５，３６８，６３４ ５，３４５，１４１ ５，５８０，２９６ －２３，４９３ ２３５，１５５

０．９３５ ７６．３％ ０．９３８ ７９．６％ ０．９４９ ８１．３％ －０．４ ４．４

正社員・正職員 ４，２９９，９３９ ３，９６１，０３１ ３，９９９，５５４ －３３８，９０８ ３８，５２３

０．７４９ ６１．１％ ０．６９５ ５９％ ０．６８０ ５８．３％ －７．９ １．０

正社員・正職員 １，０６８，６９５ １，３８４，１１０ １，５８０，７４２ ３１５，４１７ １９６，６３２

以外 ０．１８６ １５．２％ ０．２４３ ２０．６％ ０．２６９ ２３．０％ ２９．５ １４．２

臨時雇用 ３０６，４５３ １５１，０１７ １８５，２３７ －１５５，４３６ ３４，２２０

４．４％ ２．３％ ２．７％ －５０．７ ２２．７

うち株式会社
事業所

２２６，５２４ ２１７，２１２ ３２４，２４２ －９，３１２ １０７，０３０

［３６．５］ ［３７．６］ ［５９．０］ －４．１ ４９．３

従 業 者 ５，０４２，６５９ ４，８４８，８８１ ５，６３７，４１２ －１９３，７７８ ７８８，５３１

７１．６％ ７２．２％ ８２．２％ －３．８ １６．３

常用雇用 ４，４０７，７４６ ４，３７７，３１５ ４，９７３，２２３ －３０，４３１ ５９５，９０８

０．７６７ ６２．６％ ０．７６８ ６５．２％ ０．８４６ ７２．５％ －０．７ １３．６

正社員・正職員 ３，５６３，８７３ ３，２９２，３４２ ３，５４６，３５５ －２７１，５３１ ２５４，０１３

０．６２０ ５０．６％ ０．５７８ ４９．１％ ０．６０３ ５１．７％ －７．６ ７．７

正社員・正職員 ８４３，８７３ １，０８４，９７３ １，４２６，８６８ ２４１，１００ ３４１，８９５

以外 ０．１４７ １２．０％ ０．１９０ １６．２％ ０．２４３ ２０．８％ ２８．６ ３１．５

臨時雇用 ２２３，９３１ １０７，５８５ １６２，８５１ －１１６，３４６ ５５，２６６

３．２％ １．６％ ２．４％ －５２．０ ５１．４

出所）各「事業所・企業統計調査報告」より作成

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ２９



年度
経営組織

平成８年
１９９６年

平成１３年
２００１年

平成１８年
２００６年

対増減数・率（％）

平成８～１３年 平成１３～１８年

事業所総数
２６１，１５３ ２３０，８０６ １９９，８５３ －３０，３４７ －３０，９５３

［１００．０］ ［１００．０］ ［１００．０］ －１１．６ －１３．４

従業者総数 ２，６１２，５６１ ２，３１１，１６０ ２，１２１，６１３ －３０１，４１０ －１８９，５４７

１００．０％ １００．０％ １００．０％ －１１．５ －８．２

個人業主 １３５，１３７ １１４，３４８ ９０，６０１ －２０，７８９ －２３，７４７

５．２％ ４．９％ ４．２％ －１５．４ －２０．８

無給家族従業者 ４７，２１３ ３６，８３０ ２８，９４１ －１０，３８３ －７，８８９

１．８％ １．６％ １．４％ －２２．０ －２１．４

有給役人 ２０２，５２４ １６８，１３２ １５５，２３８ －３４，３９２ －１２，８９４

７．８％ ７．３％ ７．３％ －１７．０ －７．７

常用雇用 ２，１０４，５５０ １，９１９，２９２ １，７８０，４９５ －１８５，２５０ －１３８，７９７

１．０００ ８０．６％ １．０００ ８３．０％ １．０００ ８３．９％ －８．８ －７．２

正社員・正職員 １，６７２，８６２ １，４０３，３４８ １，２１４，５７７ －２６９，５１４ －１８８，７７１

０．７９５ ６４．０％ ０．７３１ ６０．７％ ０．６８２ ５７．２％ －１６．１ －１３．５

正社員・正職員 ４３１，６８８ ５１５，９４４ ５６５，９１８ ８４，２５６ ４９，９７４

以外 ０．２０５ １６．５％ ０．２６９ ２２．３％ ０．３１８ ２６．７％ １９．５ ９．７

臨時雇用 １２３，１３７ ７２，５６２ ６６，３３８ －５０，５７５ －６，２２４

４．７％ ３．１％ ３．１％ －４１．１ －８．６

個人経営事業所
１３７，１６８ １１５，９４３ ９２，６６８ －２２，２２５ －２３，２７５

［５２．５］ ［５０．２］ ［４６．４］ －１６．２ －２０．１

従 業 者 ４２７，７９７ ３５４，１８６ ２６８，８７２ －７３，６１１ －８５，３１４

１６．４％ １５．３％ １２．７％ －１７．２ －２４．１

常用雇用 ２１２，６４７ １８８，９１２ １３７，５５５ －２３，７３５ －５１，３５７

０．１０１ ８．１％ ０．０９８ ８．２％ ０．０７７ ６．５％ －１１．２ －２７．２

正社員・正職員 １４０，８３５ １０３，３６８ ７４，６９５ －３７，４６７ －２８，６７３

０．０６７ ５．４％ ０．０５４ ４．５％ ０．０４２ ３．５％ －２６．６ －２７．７

正社員・正職員 ７１，８１２ ８５，５４４ ６２，８６０ １３，７３２ －２２，６８４

以外 ０．０３４ ２．７％ ０．０４５ ３．７％ ０．０３５ ３．０％ １９．１ －２６．５

臨時雇用 ２９，８００ １４，０９８ １１，７７５ －１５，７０２ －２，３２３

１．１％ ０．６％ ０．５％ －５２．７ －１６．５

表７－３ 経営組織別事業所数および従業上の地位別従業者，構成比（民営），大阪市

３０ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号



法人経営事業所
１２２，７６７ １１３，７４１ １０６，１９３ －９，０２６ －７，５４８

［４７．０］ ［４９．３］ ［５３．１］ －７．４ －６．６

従 業 者 ２，１８２，１９０ １，９５２，６１７ １，８４９，６２５ －２２９，５７３ －１０２，９９２

８３．５％ ８４．５％ ８７．２％ －１０．５ －５．３

常用雇用 １，８８７，０４７ １，７２６，８３０ １，６４０，３０６ －１６０，２１７ －８６，５２４

０．８９７ ７２．２％ ０．９００ ７４．７％ ０．９２１ ７７．３％ －８．５ －５．０

正社員・正職員 １，５２８，２０７ １，２９７，２４５ １，１３７，９８０ －２３０，９６２ －１５９，２６５

０．７２６ ５８．５％ ０．６７６ ５６．１％ ０．６３９ ５３．６％ －１５．１ －１２．３

正社員・正職員 ３５８，８４０ ４２９，５８５ ５０２，３２６ ７０，７４５ ７２，６４１

以外 ０．１７１ １３．７％ ０．２２４ １８．６％ ０．２８２ ２３．７％ １９．７ １６．９

臨時雇用 ９３，１０４ ５８，００１ ５４，４０２ －３５，１０３ －３，５９９

３．６％ ２．５％ ２．６％ －３７．７ －６．２

うち株式会社
事業所

９７，０１６ ８５，６７５ ９７，１８９ －１１，３４１ １１，５１４

［３７．１］ ［３７．１］ ［４８．６］ －１１．７ １３．４

従 業 者 １，９１４，５４４ １，６７９，９７０ １，６７２，５１１ －２３４，５７４ －７，４５９

７３．３％ ７２．７％ ７８．８％ －１２．３ －０．４

常用雇用 １，６７２，９１７ １，５０１，５７０ １，４７８，９５１ －１７１，３４７ －２２，６１７

０．７９５ ６４．０％ ０．７８２ ６５．０％ ０．８３１ ６９．７％ －１０．２ －１．５

正社員・正職員 １，３６０，２２５ １，１４２，６４０ １，０２１，３００ －２１７，５８５ －１２１，３４０

０．６４６ ５２．１％ ０．５９５ ４９．４％ ０．５７４ ４８．１％ －１６．０ －１０．６

正社員・正職員 ３１２，６９２ ３５８，９３０ ４５７，６５１ ４６，２３８ ９８，７２１

以外 ０．１４９ １２．０％ ０．１８７ １５．５％ ０．２５７ ２１．６％ １４．８ ２７．５

臨時雇用 ７６，７０７ ４７，６９８ ４８，２７０ －２９，００９ ５７２

２．９％ ２．１％ ２．３％ －３７．８ １．２

出所）各「事業所・企業統計調査報告」より作成

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ３１



年度
経営組織

平成８年
１９９６年

平成１３年
２００１年

平成１８年
２００６年

事業所あたりの人数
各総数に対する占める割合

総事業所 平成８年 平成１３年 平成１８年

従業者総数 １００．０ １００．０ １００．０ ８．８人 ８．９人 ９．５人

１００．０％ １００．０％ １００．０％

個人業主 ６．０ ５．６ ５．０

無給家族従業者 １．９ １．７ １．４

有給役人 ７．７ ７．５ ７．３

常用雇用 １００．０ ７９．４ １００．０ ８２．３ １００．０ ８３．３ ７．０人 ７．４人 ７．９人

１００．０％ １００．０％ １００．０％

正社員・正職員 ７５．８ ６０．１ ６８．２ ５６．１ ６４．６ ５３．８ ５．３人 ５．０人 ５．１人

１００．０％ １００．０％ １００．０％

正社員・正職員 ２４．２ １９．２ ３１．８ ２６．２ ３５．４ ２９．５ １．７人 ２．３人 ２．８人

以外 １００．０％ １００．０％ １００．０％

臨時雇用 ５．０ ２．８ ３．０ ０．４人 ０．３人 ０．３人

１００．０％ １００．０％ １００．０％

個人経営事業所

従業者 １００．０ １００．０ １００．０ ２．９人 ２．９人 ２．７人

１７．６％ １６．４％ １４．０％

常用雇用 １００．０ ４７．７ １００．０ ５１．０ １００．０ ４９．８ １．４人 １．５人 １．４人

１０．６％ １０．２％ ８．３％

正社員・正職員 ６４．０ ３０．６ ５３．７ ２７．４ ５２．５ ２６．２ ０．９人 ０．８人 ０．７人

８．９％ ８．０％ ６．８％

正社員・正職員 ３６．０ １７．２ ４６．３ ２３．６ ４７．５ ２３．６ ０．５人 ０．７人 ０．７人

以外 １５．７％ １４．７％ １１．２％

臨時雇用 ７．２ ８．２ ４．２ ０．２人 ０．１人 ０．１人

２５．０％ ２４．６％ １９．７％

表８－１ 経営組織別事業所数および従業上の地位別従業者、割合（民営）、全国

３２ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号



法人経営事業所

従業者 １００．０ １００．０ １００．０ １５．８人 １５．４人 １５．７人

８２．１％ ８３．３％ ８５．８％

常用雇用 １００．０ ８６．１ １００．０ ８８．５ １００．０ ８８．８ １３．６人 １３．６人 １４．０人

８９．１％ ８９．６％ ９１．４％

正社員・正職員 ７７．２ ６６．５ ６９．８ ６１．７ ６５．７ ５８．３ １０．５人 ９．５人 ９．２人

９０．７％ ９１．７％ ９３．０％

正社員・正職員 ２２．８ １９．６ ３０．２ ２６．７ ３４．３ ３０．５ ３．１人 ４．１人 ４．８人

以外 ８３．９％ ８５．０％ ８８．６％

臨時雇用 ４．６ ２．５ ２．８ ０．７人 ０．４人 ０．４人

７４．３％ ７４．５％ ７９．５％

うち株式会社

事業所

従業者 １００．０ １００．０ １００．０ ２０．９人 ２０．４人 １５．４人

５９．６％ ５９．４％ ７３．０％

常用雇用 １００．０ ８９．４ １００．０ ９１．６ １００．０ ８８．４ １８．７人 １８．７人 １３．６人

６７．１％ ６６．１％ ７７．４％

正社員・正職員 ７８．０ ６９．８ ７０．９ ６４．９ ６４．６ ５７．１ １４．６人 １３．３人 ８．８人

６９．１％ ６８．７％ ７７．４％

正社員・正職員 ２２．０ １９．６ ２９．１ ２６．７ ３５．４ ３１．３ ４．１人 ５．５人 ４．８人

以外 ６０．９％ ６０．５％ ７７．４％

臨時雇用 ４．０ ２．１ ２．７ ０．８人 ０．４人 ０．４人

４６．８％ ４３．４％ ６６．２％

出所）各「事業所・企業統計調査報告」より作成

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ３３



年度
経営組織

平成８年
１９９６年

平成１３年
２００１年

平成１８年
２００６年

事業所あたりの人数
各総数に対する占める割合

総事業所
平成８年 平成１３年 平成１８年

０．０９５ ０．０９４ ０．０９６

従業者総数 ０．１２２３ ０．１２２２ ０．１２７ １１．３人 １１．６人 １２．５人

１００．０ １００．０ １００．０ １００．０％ １００．０％ １００．０％

個人業主 ０．０７３ ０．０７２ ０．０７１

３．６ ３．３ ２．８

無給家族従業者 ０．０５６ ０．０５８ ０．０５８

０．９ ０．８ ０．１

有給役人 ０．１４２ ０．１３５ ０．１３６

８．９ ８．３ ７．８

常用雇用 １００．０ ０．１２６ １００．０ ０．１２６ １００．０ ０．１３０ ９．３人 ９．９人 １０．７人

８１．６ ８４．９ ８５．７ １００．０％ １００．０％ １００．０％

正社員・正職員 ７９．４ ０．１３２ ７３．２ ０．１３５ ７１．０ ０．１４３ ７．３人 ７．２人 ７．６人

６４．８ ６２．１ ６０．９ １００．０％ １００．０％ １００．０％

正社員・正職員 ２０．６ ０．１０７ ２６．８ ０．１０６ ２９．０ ０．１０７ １．９人 ２．６人 ３．１人

以外 １６．８ ２２．８ ２４．９ １００．０％ １００．０％ １００．０％

臨時雇用 ０．１２３ ０．１１４ ０．１２７ ０．６人 ０．３人 ０．４人

５．１ ２．６ ３．０ １００．０％ １００．０％ １００．０％

個人経営事業所
０．０７３ ０．０７２ ０．０７２

従業者 ０．０７１ ０．０７１ ０．０７３ ２．８人 ２．９人 ２．８人

１００．０ １００．０ １００．０ １０．２％ ９．６％ ８．０％

常用雇用 １００．０ ０．０７４ １００．０ ０．０７４ １００．０ ０．０７７ １．４人 １．５人 １．５人

４９．８ ５３．３ ５２．７ ６．２％ ６．０％ ４．９％

正社員・正職員 ６８．５ ０．０７９ ５８．４ ０．０８１ ５８．１ ０．０８５ １．０人 ０．９人 ０．９人

３４．１ ３１．１ ３０．６ ５．４％ ４．８％ ４．０％

正社員・正職員 ３１．５ ０．０６５ ４１．６ ０．０６７ ４１．９ ０．０６８ ０．４人 ０．６人 ０．６人

以外 １５．７ ２２．２ ２２．１ ９．５％ ９．３％ ７．１％

臨時雇用 ０．０６７ ０．０６３ ０．０６８ ０．２人 ０．１人 ０．１人

６．８ ３．７ ３．９ １３．７％ １３．６％ １０．４％

表８－２ 経営組織別事業所数および従業上の地位別従業者，割合及び全国比（民営），特別区部

３４ 松山大学論集 第２４巻 第４－１号



法人経営事業所
０．１２１ ０．１１８ ０．１１９

従業者 ０．１３３ ０．１３２ ０．１３５ １７．４人 １７．３人 １８．０人

１００．０ １００．０ １００．０ ８９．５％ ９０．２％ ９１．８％

常用雇用 １００．０ ０．１３２ １００．０ ０．１３２ １００．０ ０．１３５ １４．８人 １５．３人 １５．９人

８５．２ ８８．３ ８８．６ ９３．５％ ９３．８％ ９４．９％

正社員・正職員 ８０．１ ０．１３７ ７４．１ ０．１４０ ７１．７ ０．１４７ １１．８人 １１．３人 １１．４人

６８．２ ６５．４ ６３．５ ９４．３％ ９５．０％ ９５．８％

正社員・正職員 １９．９ ０．１１５ ２５．９ ０．１１３ ２８．３ ０．１１２ ２．９人 ４．０人 ４．５人

以外 １７．０ ２２．９ ２５．１ ９０．２％ ９０．５％ ９２．７％

臨時雇用 ０．１４２ ０．１３２ ０．１４３ ０．８人 ０．４人 ０．５人

４．９ ２．５ ２．９ ８６．０％ ８６．１％ ８９．３％

うち株式会社

事業所 ０．１３８ ０．１３６ ０．１２６

従業者 ０．１４７ ０．１４９ ０．１４３ ２２．３人 ２２．３人 １７．４人

１００．０ １００．０ １００．０ ７１．６％ ７２．２％ ８２．２％

常用雇用 １００．０ ０．１４４ １００．０ ０．１４７ １００．０ ０．１４２ １９．５人 ２０．２人 １９．３人

８７．４ ９０．３ ８８．２ ７６．７％ ７６．８％ ８４．６％

正社員・正職員 ８０．９ ０．１４９ ７５．２ ０．１５６ ７１．３ ０．１５７ １５．７人 １５．２人 １０．９人

７０．７ ６７．９ ６２．９ ７８．２％ ７８．９％ ８４．９％

正社員・正職員 １９．１ ０．１２５ ２４．８ ０．１２５ ２８．７ ０．１１５ ３．７人 ５．０人 ４．４人

以外 １６．７ ２２．４ ２５．３ ７１．２％ ７０．９％ ８３．７％

臨時雇用 ０．１６５ ０．１６１ ０．１５１ １．０人 ０．５人 ０．５人

４．４ ２．２ ２．９ ６２．８％ ６１．３％ ７８．５％

出所）各「事業所・企業統計調査報告」より作成

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ３５



年度
経営組織

平成８年
１９９６年

平成１３年
２００１年

平成１８年
２００６年

事業所あたりの人数
各総数に対する占める割合

事業所総数 ０．０４０ ０．０３８ ０．０３５ 平成８年 平成１３年 平成１８年

従業者総数 ０．０４５ ０．０４２ ０．０３９ １０．０人 １０．０人 １０．６人

１００．０ １００．０ １００．０ １００．０％ １００．０％ １００．０％

個人業主 ０．０３９ ０．０３７ ０．０３４

５．２ ４．９ ４．２

無給家族従業者 ０．０４２ ０．０３９ ０．０３７

１．８ １．６ １．４

有給役人 ０．０４６ ０．０４１ ０．０３９

７．８ ７．３ ７．３

常用雇用 １００．０ ０．０４６ １００．０ ０．０４２ １００．０ ０．０３９ ８．１人 ８．３人 ８．９人

８０．６ ８３．０ ８３．９ １００．０％ １００．０％ １００．０％

正社員・正職員 ７９．５ ０．０４８ ７３．１ ０．０４６ ６８．２ ０．０４２ ６．４人 ６．１人 ６．１人

６４．０ ６０．７ ５７．２ １００．０％ １００．０％ １００．０％

正社員・正職員 ２０．５ ０．０３９ ２６．９ ０．０３６ ３１．８ ０．０３５ １．７人 ２．２人 ２．８人

以外 １６．５ ２２．３ ２６．７ １００．０％ １００．０％ １００．０％

臨時雇用 ０．０４２ ０．０４７ ０．０４ ０．５人 ０．３人 ０．３人

４．７ ３．１ ３．１ １００．０％ １００．０％ １００．０％

個人経営事業所

０．０３９ ０．０３７ ０．０３４

従業者 ０．０４２ ０．０３９ ０．０３６ ３．１人 ３．１人 ２．９人

１００．０ １００．０ １００．０ １６．４％ １５．３％ １２．７％

常用雇用 １００．０ ０．０４４ １００．０ ０．０４１ １００．０ ０．０３７ １．６人 １．６人 １．５人

４９．７ ５３．３ ５１．２ １０．１％ ９．８％ ７．７％

正社員・正職員 ６６．２ ０．０４６ ５４．７ ０．０４２ ５４．３ ０．０３８ １．０人 ０．９人 ０．８人

３２．９ ２９．２ ２７．８ ８．４％ ７．４％ ６．１％

正社員・正職員 ３３．８ ０．０４１ ４５．３ ０．０４０ ４５．７ ０．０３５ ０．５人 ０．７人 ０．７人

以外 １６．８ ２４．２ ２３．４ １６．６％ １６．６％ １１．１％

臨時雇用 ０．０４１ ０．０３７ ０．０３７ ０．２人 ０．１人 ０．１人

７．０ ４．０ ４．４ ２４．２％ １９．４％ １７．８％

表８－３ 経営組織別事業所数および従業上の地位別従業者，割合及び全国比（民営），大阪市
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法人経営事業所

０．０４１ ０．０３８ ０．０３６

従業者 ０．０４６ ０．０４３ ０．０４０ １７．８人 １７．２人 １７．４人

１００．０ １００．０ １００．０ ８３．５％ ８４．５％ ８７．２％

常用雇用 １００．０ ０．０４６ １００．０ ０．０４３ １００．０ ０．０４０ １５．４人 １５．２人 １５．４人

８６．５ ８８．４ ８８．７ ８７．７％ ９０．０％ ９２．１％

正社員・正職員 ８１．０ ０．０４９ ７５．１ ０．０４６ ６９．４ ０．０３７ １２．４人 １１．４人 ９．４人

７６．０ ６６．４ ６１．５ ９１．４％ ９２．４％ ９３．７％

正社員・正職員 １９．０ ０．０３９ ２４．９ ０．０３５ ３０．６ ０．０３５ ３．７人 ３．８人 ４．７人

以外 １６．４ ２２．０ ２７．２ ８３．１％ ８３．３％ ８８．８％

臨時雇用 ０．０４３ ０．０５１ ０．０４２ ０．８人 ０．５人 ０．５人

４．３ ３．０ ２．９ ７５．６％ ７９．９％ ８２．０％

うち株式会社

事業所 ０．０５９ ０．０５４ ０．０３８

従業者 ０．０５６ ０．０５２ ０．０４２ １９．７人 １９．６人 １７．２人

１００．０ １００．０ １００．０ ７３．３％ ７２．７％ ７８．８％

常用雇用 １００．０ ０．０５４ １００．０ ０．０５０ １００．０ ０．０４２ １７．２人 １７．５人 １５．２人

８７．４ ８９．４ ８８．４ ７９．５％ ７８．２％ ８３．１％

正社員・正職員 ８１．３ ０．０５７ ７６．１ ０．０５４ ６９．１ ０．０４５ １４．０人 １３．３人 １０．５人

７１．０ ６８．０ ６１．１ ８１．３％ ８１．４％ ８４．１％

正社員・正職員 １８．７ ０．０４６ ２３．９ ０．０４１ ３０．９ ０．０３７ ３．２人 ４．２人 ４．７人

以外 １６．３ ２１．４ ２７．４ ７２．４％ ６９．６％ ８０．９％

臨時雇用 ０．０５７ ０．０７１ ０．０４５ ０．８人 ０．６人 ０．５人

４．０ ２．８ ２．９ ６２．３％ ６５．７％ ７２．８％

出所）各「事業所・企業統計調査報告」より作成
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２）法人経営

全国では，減少率は１％未満で，減少件数も２００１年の２２，５０３件で，２００６

年も１６，４７０件減少している。事業所総数に占める法人経営の占める割合は

１９９６年の４５．６％から２００１年に４８．４％，２００６年には個人経営の２，７３５，１０７件

を上回る２，９５５，１２３件で，５１．６％となり，個人経営と逆転する。

特別区部では，２００１年には減少して２００６年には増加に転ずるが，２００６年の

３５０，２５５件は，１９９６年の３６２，８１９件よりも１２，６３６件減である。全国比も１９９６

年の０．１２１から２００１年に０．１１８と低下し，２００６年には若干０．１１９に回復す

る。特別区部の事業所総数に占める法人経営の割合は全国平均よりも１０ポイ

ント以上も高く，１９９６年の５８．４％から２００１年に６０．５％，２００６年には６３．８％

となる。

大阪市では，全国と同様に減少傾向であるが，減少率は全国の１％未満に対

し２００１年が７．４％，２００６年が６．６％と大きい。１０年間の減少数は１９９６年の

１３．５％にあたる１６，５７４件で，特別区部の１２，６３６件より３，９３８件も多い。対全

国比は１９９６年の０．０４１から２００６年には０．０３６に低下している。しかし，大阪市

の事業所総数に占める法人経営の割合は，個人経営の大幅な減少により，１９９６

年の４７．０％から２００１年に４９．３％，２００６年には５３．１％に増したに過ぎない。

３）株式会社

全国では，１９９６年の１，６４３，０１７件から２００１年に２．９％減の４８，２７６件減少す

るが，２００６年には１９９６年の６１．２％増の９２８，２８７件も多い２，５７１，３０４件と大幅

に増加する（２００５年の会社法の規制緩和により資本金１円でも設立が可能に

なる）。事業所総数に占める株式会社の割合は１９９６年の２５．２％から，２００１年

の２６％，２００６年には４４．９％と急増する。

特別区部では，全国と同様に，２００１年には減少するが，２００６年には１９９６年

の４３．１％増の９７，７１８件も多い３２４，２４２件に大幅に増加する。事業所総数に占

める株式会社の割合は１９９６年の３６．５％から２００６年には５９．０％となる。対全
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国比は１９９６年の０．１３８から２００６年には０．１２６と低下する。

大阪市では，推移は特別区部と同じであるが，２００１年の減少数は特別区部

の９，３１２件よりも多い１１，３４１件で，２００１年に対する２００６年の増加率は特別

区部の４９．３％増に対し１３．４％増と小さく，増加数も特別区部の１０７，０３０件に

対し１１，５１４件と少ない。従って，２００６年の事業所数は１９９６年の１７３件増に

すぎない。事業所総数に占める株式会社の割合は１９９６年の３７．１％から２００６

年に４８．６％となるが，この上昇は個人経営の事業所が大幅に減少したことに

よる。対全国比は１９９６年の０．０５９から２００６年には０．０３８に低下する。

２ 従業者

民営の従業者総数はバブル期を経た１９９６年を最多にして減少し，２００１年の

減少数は４．６％減の２，６７０，３３９人（大阪市の１９９６年の従業者総数２，６１２，５６１

人よりも多い）と多く，２００６年も７２８，２７８人も減少して，１０年間で３，３９８，６１４

人も減少する。

特別区部では２００１年に４．７％減の３２８，６８６人が減少するが，２００６年には

１４８，２９０人増加して，１０年間の減少人数は１８０，３９６人と少ない。対全国比は

１９９６年の０．１２２から２００６年には０．１２７と増す。

大阪市では２００１年に１１．５％減の３０１，４１０人，２００６年も１８９，５４７人減少し

て，１０年間で４９０，９５７人も減少する。対全国比は１９９６年の０．０４０から２００６

年には０．０３５に低下する。

１）個人経営

全国では，従業者の減少数および率も増して１０年間で２，５５３，４３３人が減少

する。従業者総数に占める個人経営の割合は１９９６年の１７．６％から２００６年に

は１４．０％に低下する。

特別区部では，従業者は事業所の減少に伴って減少するが，減少率は事業所

の減少率よりも小さく，全国平均よりも低い。従って，事業所あたりの人数も
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２．８人でほぼ同じであり，対全国比は０．０７１から２００６年には０．０７３に高まる。

しかし，従業者総数に占める個人経営の割合は１９９６年の１０．２％から２００６年

には８．０％と低下する。

大阪市では，減少人数・率とも全国平均と同様に増加傾向であり，しかも事

業所の減少率より大きいことから，事業所あたりの人数は３．１人から２．９人に

減少する。従業者総数に占める個人経営の割合は１９９６年の１６．４％から２００６

年には１２．７％まで低下する。また対全国比も１９９６年の０．０４２から２００６年に

は０．０３６に低下する。

２）法人経営

全国では，従業者は２００１年に３．２％減の１，５１９，２７２人が減少するが，２００６

年に７３４，１６３人増加する。従業者総数に占める法人経営の割合は１９９６年の

８２．１％から２００６年には８５．８％と増す。

特別区部では，従業者は２００１年に２４６，００７人減少するが，２００６年にはほぼ

同人数が増加している。従業者総数に占める法人経営の割合は１９９６年の

８９．５％から２００６年には９１．８％と高まり，事業所あたりの人数も１７．４人から

１８．０人に増える。また対全国比も０．１３３から０．１３５に高まる。

大阪市では，従業者は一貫して減少して２００６年には１９９６年の２，１８２，１９０人

より３３２，５６５人も少ない１，８４９，６２５人まで減少する。事業所あたりの人数も

１７．８人から１７．４人に減少し，また対全国比も０．０４１から０．０３６に低下する。

従業者総数に占める法人経営の割合は逆に１９９６年の８３．５％から８７．２％に高

まっている。

３）株式会社

全国では，従業者は２００１年に約１７２万人も減少するが，２００６年には法の改

正もあって約６９３万人も増加して１９９６年より約５２１万人も多い３９，５３８，６６４人

になり，従業者総数に占める株式会社の割合も５９．６％から７３．０％に高まる。
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しかし，事業所あたりの人数は１９９６年の２０．９人から２００６年には１５．４人と大

幅に減少する。

特別区部では，従業者は２００１年に３．８％減の約１９万人も減少するが，２００６

年には約７９万人増加して，１９９６年の５，０４２，６５９人より約５９万人も多い

５，６３７，４１２人となる。従業者総数に占める株式会社の割合は１９９６年の７１．６％

から２００１年に７２．２％，２００６年には８２．２％と高まる。しかし，対全国比は１９９６

年の０．１４７から，人数が減少した２００１年には０．１４９と高まるが，２００６年には

０．１４３と低下し，また，事業所あたりの人数も２２．３人から１７．４人に減少する。

大阪市では，従業者は２００１年に約２３万人，２００６年も法の改正にもかかわ

らずさらに７，４５９人も減少し，１９９６年より１２．６％減の約２４万人も少ない

１，６７２，５１１人に減少する。事業所あたりの人数も１９９６年の１９．７人から２００６

年には１７．２人に減少し，また対全国比も０．０５２から０．０４２に低下する。しか

し，従業者総数に占める株式会社の割合は１９９６年が７３．３％，２００１年が低下し

て７２．７％となり，２００６年には７８．８％と高まる。

３ 常用雇用

全国の常用雇用総数は１９８６年の約３，５４８万人から１９９１年に約５００万人も増

加し，１９９６年にはさらに約５００万人増加して過去最多の約４，５６９万人にな

る。人数はバブル期を挟んだ１０年間で約１，０００万人増加し，後の１０年間で約

５５万人減少する。経済が低迷している２００６年の雇用総数は約４，５１５万人とな

る。しかし，従業者あたりの常用雇用の割合は１９８６年の７２．１％から１９９６年

に７９．４％と高まり，さらに２００６年も８３．３％と上昇している。バブル後の雇用

不安を軽減するために，時の政府が企業の採用要件を緩和したことによって，

この割合は高まっているが，雇用状況が良くなったものではない。

特別区部では，常用雇用は１９８６年の約４７９万人から１９９６年に約１００万人増

の約５７４万人となり，２００１年には減少するが，２００６年には１９９６年より約１４

万人多い約５８８万人になる。従業者総数に占める常用雇用の割合は１９８６年の
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７５．９％から一貫して増加し，１９９６年に８１．６％，２００６年には８５．７％となる。

従って，事業所あたりの常用雇用は１９９６年の９．３人から２００６年には１０．７人

に増え，対全国比も０．１２６から０．１３０に高まる。

大阪市では，常用雇用は１９８６年の約１７６万人から１９９６年には過去最多の約

２１０万人に増加した後に減少傾向にあり，２００６年には１９９６年より約３２万人少

ない約１７８万人に減少する。従業者総数に占める常用雇用の割合は１９８６年の

７４．４％から１９９６年に８０．６％，２００６年には８３．９％と一貫して増しているよう

に思えるが，従業者総数が１９９６年から１０年間で約５０万人も減少したことに

よる。従って，事業所あたりの常用雇用は１９９６年の８．１人から２００６年の８．９

人とあまり増えていない。対全国比は０．０４６から０．０３９に逆に低下している。

１）個人経営

全国では，常用雇用は１９９６年の約４８３万人から２００１年に約４５９万人，２００６

年には約３７６万人に減少し，バブル前の１９８６年よりも約１０６万人少ない。常

用雇用総数に占める個人経営の割合は１９９６年の１０．６％から２００６年には８．３％

に低下し，従業者総数に占める個人経営の割合も８．４％から６．９％に低下して，

個人経営の雇用の悪化を示している。

特別区部では，常用雇用は１９９６年の約３５８千人から２００６年には約７万人少

ない約２８９千人に減少し，常用雇用総数に占める割合も６．２％から４．９％に低

下する。事業所あたりの常用雇用は１．４人から１．５人と少し増え，対全国比も

０．０７４から０．０７７に増し，特別区部の個人経営は全国平均からみると比較的，

悪くないと考えられる。

大阪市では，常用雇用は１９９６年の約２１３千人から２００６年には３５％減の約

１３８千人まで減少している。１０年間の約７５千人減を絶対数が多い特別区部の

約８万人減と比較すると，大阪市の個人経営の厳しさをうかがうことができ

る。またそれは，事業所あたりの常用雇用が１．６人から１．５人に減少し，対全

国比も０．０４４から０．０３７に低下していることによる。
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２）法人経営

全国では，総数は１９８６年の約３，１１３万人から１９９６年に約４，０７１万人と約

９５８万人も増加した後，２００１年が約２２万人も減少するが，２００６年には約８０

万人も増加して約４，１２８万人となり，１９９６年より約５７万人も多くなってい

る。従って，従業者総数に占める法人経営の割合は１９９６年の７０．７％から２００６

年には７６．２％となり，常用雇用総数の割合も８９．１％から９１．４％と高まり，従

業者の常用雇用化も８６．１％から８８．８％へと向上する。

特別区部では，常用雇用は１９８６年から１０年間で約９０万人増加して１９９６年

に約５３７万人なった後に減少するが，２００６年には１９９６年より約２１万人多い

約５５８万人に増加する。従業者総数に占める法人の常用雇用の割合は１９９６年

の７６．３％から２００６年に８１．３％に，常用雇用総数に占める割合も９３．５％から

９４．９％に，また従業者の常用雇用化も８５．２％から８８．６％に高くなってくる。

その結果，事業所あたりの人数は１９９６年の１４．８人から２００６年には１５．９人に

増大し，しかも対全国比も０．１３２から０．１３５に増してくる。

大阪市では，常用雇用は従業者の推移と同じで，１９９６年の約１８９万人を最

多にして減少傾向で，２００６年には約２５万人少ない約１６４万人まで減少する。

特別区部では２００１年に減少した後に増加に転じて，２００６年には１９９６年より

も増加している。しかし，従業者総数に占める常用雇用の割合は１９９６年の

７２．２％から２００６年には７７．３％に，常用雇用総数に占める割合も８９．７％から

９２．１％に高まり，従業者の常用雇用化も８６．５％から８８．７％へと増すが，事業

所あたりの人数は１９９６年の１５．４人と変わらない。この現象は法人経営を含め

て大阪市全体の事業所，従業者および常用雇用の減少によるものと考えられ

る。従って，対全国比は１９９６年の０．０４６から２００６年には０．０４０へと低下して

いる。

３）株式会社

全国では，常用雇用は１９９６年の約３，０６８万人から２００１年に約８０万人減少
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するが，２００６年には約５０８万人増加して約３，４９５万人となり，１９９６年より

１４％増の約４２８万人も多い。従って，従業者総数に占める常用雇用の割合は

１９９６年の５３．３％から２００６年には６４．５％に，常用雇用総数に占める割合も

６７．１％から７７．４％に高まる。しかし，事業所あたりの人数は１９９６年の１８．７

人から２００６年には１３．６人に減少している。

特別区部では，常用雇用は１９９６年の約４４１万人から２００１年に約３万人減少

するが，２００６年には約６０万人増加して約４９７万人となり，１９９６年より約５７

万人も多い。その結果，従業者総数に占める常用雇用の割合は１９９６年の６２．６％

から２００６年には７２．５％に，常用雇用総数に占める割合も７６．７％から８４．６％

に高まる。しかし，事業所あたりの人数は１９９６年の１９．５人から２００６年に１９．３

人と若干減少し，また対全国比も０．１４４から０．１４２に低下する。

大阪市では，常用雇用の推移は従業者の動向と同じで，１９９６年の約１６７万

人から２００６年が約１９万人少ない約１４８万人まで減少する。従って，対全国比

は１９９６年の０．０５４から２００６年には０．０４２と大きく低下し，事業所あたりの人

数も１７．２人から１５．２人に減少する。しかし，従業者総数に占める常用雇用の

割合は１９９６年の６４．０％から２００６年に６９．７％となり，常用雇用総数に占める

割合も７９．５％から８３．１％に高まる（従業者総数も常用雇用総数も大幅に減少

しているため）。

４ 正規雇用

常用雇用のうち正社員・正職員を正規雇用，正社員・正職員以外の雇用を非

正規雇用とみなして考察する。

バブル後の経済不振が需要減を招き，不況が慢性化して多数の失業者が発生

している状況の下で，時の政府が雇用不安の対策として企業の雇用採用要件を

緩和させたため，常用雇用の減少に比べて正規雇用は１９９６年の約３，４６３万人

から２００１年に約３８２万人，２００６年に約１６４万人と１０年間で約５４７万人が大

幅に減少して，２００６年には約２，９１６万人に減少する。従業者の正規雇用化は
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１９９６年の６０．１％から２００１年に５６．１％に，２００６年には５３．８％に低下し，常用

雇用に占める割合も７５．８％から６８．２％，６４．６％と低下し，就業者の条件並び

に労働状態が悪化して雇用不安がぬぐいとれない状況にある。

特別区部の正規雇用は２００１年に減少し，２００６年には少し増加しているが，

１９９６年の約４５６万人より８．４％減の約３８万人少ない約４１８万人に減少してい

る。減少率が全国平均の１５．８％の約半分の８．４％のため，対全国比は１９９６年

の０．１３２から２００６年には０．１４３と高まっている。しかし，従業者の正規雇用

化は６４．８％から６０．９％に，常用雇用の正規雇用化も７９．４％から７１．０％に低下

している。

大阪市の正規雇用は１９９６年の約１６７万人から２００１年に約２７万人，２００６年

にはさらに約１４万人減少して約１２１万に減少する。対全国比は１９９６年の

０．０４８から２００６年には０．０４２に低下する。また従業者および常用雇用の正規

雇用化もそれぞれ，６４．０％から５７．２％，７９．５％から６８．２％に低下している（そ

れぞれの低下率は特別区部より約３ポイントも大きく低下している）。

１）個人経営

全国では，正規雇用は大幅に減少し，２００６年が約１９８万人で１９９６年の約３０９

万人の３６％減の約１１１万人も減少している。従業者の正規雇用化はもともと

低いが３０．６％から２６．２％に，常用雇用者の正規雇用化も６４．０％から５２．５％に

低下している。

特別区部では，正規雇用は１９９６年の約２５万人から３１．５％減の約８万人少

ない約１７万人に減少しているが，対全国比は０．０７９から０．０８５に増す。しか

し，従業者および常用雇用の正規化はそれぞれ，３４．１％から３０．６％に，６８．５％

から５８．１％に低下している。

大阪市では，正規雇用は１９９６年の約１４万人から２００６年には４７％減の約６．６

万人も少ない約７万人に減少し，対全国比は特別区部と反対に０．０４６から

０．０３６に低下する。また，従業者および常用雇用の正規化もそれぞれ，３２．９％

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ４５



から２７．８％に，６６．２％から５４．３％に低下している。

２）法人経営

全国では，正規雇用は１９９６年の約３，１４２万人から２００６年には１３．７％減の

約４３０万人少ない約２，７１２万人に減少する。従業者総数に占める正規雇用の割

合は１９９６年の５４．６％から２００６年には５０．０％に低下し，常用雇用総数に占め

る割合も６８．８％から６０．１％に低下する。また，従業者および常用雇用の正規

雇用化もそれぞれ，６６．５％から５８．３％に，７７．２％から６５．７％に１１．５ポイント

も低下している。事業所あたりの人数もまた１０．５人から９．２人に減少する。

特別区部では，正規雇用は従業者の推移と同じように，１９９６年の約４３０万

人から２００１年に約３４万人減少するが，２００６年には約４万人増加して約４００

万人となり，１０年間で約３０万人が減少する。従って，従業者総数に占める正

規雇用の割合は１９９６年の６１．１％から２００６年には５８．３％に低下し，また常用

雇用総数に占める割合も７４．９％から６８．０％に低下する。また従業者および常

用雇用の正規化はそれぞれ６８．２％から６３．５％，８０．１％から７１．７％に低下して

いる。しかし，正規雇用における法人経営の割合は９４．３％から９５．８％に高まっ

ている。また対全国比も０．１３７から０．１４７に増す。

大阪市では，正規雇用は１９９６年の約１５３万人から２００６年には２５．５％減の

約３９万人も少ない約１１４万人に減少する。１０年間におけるこの３９万人の数

値が特別区部の３０万人減に対して大きいことは数値以上の趣があり，個人経

営に勝るとも劣らず法人経営の厳しさを語っている。従って，対全国比は１９９６

年の０．０４９から２００６年には０．０３７に大幅に低下している。また事業所あたり

の人数も１２．４人から９．４人に減少する。従業者総数に占める正規雇用の割合

は１９９６年の５８．５％から２００６年には５３．６％に低下し，常用雇用総数に占める

割合も７２．６％から６３．９％に低下している。正規雇用における法人経営の割合

は９１．４％から９３．７％に高まるが，従業者および常用雇用の正規化はそれぞれ，

７０．０％から６１．５％，８１．０％から６９．４％へと大幅に低下し，対全国比は０．０４９
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から０．０３７に低下して雇用の環境が個人経営並みに悪化している。

３）株式会社

全国では，正規雇用は２００１年に１１．６％減の約２７７万人が減少するが，２００６

年には６．７％増の約１４１万人が増加して約２，２５８万人になっても１９９６年の約

２，３９４万人より約１３６万人少ない。従業者総数に占める割合は１９９６年が

４１．６％，２００１年が３８．６％，２００６年が４１．７％であり，常用雇用総数に占める割

合は５２．４％，４６．８％，５０．０％に減少するが，正規雇用に占める株式会社の割

合は６９．１％，６８．７％，７７．４％と高まっている。しかし，事業所あたりの人数

は１４．６人，１３．３人，８．８人と大幅に減少する。従業者の正規雇用化も６９．８％

から５７．１％に，また常用雇用の正規化も７８．０％から６４．６％に急減する。

特別区部では，正規雇用は２００１年に約２７万人が減少し，２００６年には約２５

万人が増加して約３５５万人となり，１９９６年より約２万人少ない水準まで回復

している。対全国比は１９９６年の０．１４９から０．１５６，さらに０．１５７に高まる。

正規雇用に対する株式会社の比率は１９９６年の７８．２％から２００６年には８４．９％

に増し，従業者総数に占める正規雇用の割合も１９９６年の５０．６％から２００６年

に５１．７％とわずかに増すが，常用雇用総数に占める割合は６２．０％から２００６年

には６０．３％と低下する。また，従業者の正規雇用化は１９９６年の７０．７％から

２００６年に６２．９％と低下し，常用雇用の正規化も８０．９％から７１．３％へと低下す

る。その結果，事業所あたりの人数も１５．７人から１０．９人に減少し，事業所の

規模縮小化が呈する。

大阪市では，正規雇用は２００１年に１６％減の約２２万人が減少し，２００６年も

１０．６％減の約１２万人が減少（全国，特別区部では大幅に増加する）し，２００６

年の正規雇用は１９９６年の約１３６万人よりも２５％減の約３４万人少ない約１０２

万人に減少し，対全国比も特別区部とは逆に１９９６年の０．０５７から２００６年には

０．０４５に低下する。正規雇用に対する株式会社の比率は８１．３％から８４．１％に

増すが，従業者総数に占める正規雇用の割合は１９９６年の５２．１％から２００１年

大阪市と東京特別区部の経済力の比較分析 ４７



に５割を割って４９．４％，２００６年にはさらに４８．１％まで低下し，常用雇用総数

の割合も６４．６％から２００６年には５７．４％に低下する。従って，従業者の正規雇

用化は１９９６年の７１％から６１．１％に，常用雇用の正規化も８１．３％から６９．１％

に大幅に低下する。この正規雇用化の低下が大阪市の雇用環境の悪化を示して

いると判断できる。

５ 非正規雇用

全国の非正規雇用は２００１年に約３０％増の３２３万人，２００６年にはさらに約

１１％増の１６０万人も増加して約１，５９９万人となり，１９９６年の約１，１０７万人よ

り４４．５％増の約４９３万人も多くなる。従業者総数に占める非正規雇用の割合

は１９９６年の１９．２％から２００１年の２６．２％，２００６年には２９．５％となり，約３割

が非正規雇用の従業者で占めることになる。また常用雇用における割合も

２４．２％から２６．２％，３５．４％へと非正規化が高まって，事業所あたりの人数も

１．７人から２．８人に増大する。

特別区部もこの１０年間で非正規雇用が約５２万人増加し，２００６年の約１７０

万人は１９９６年の約１１９万人の１．４３８倍にあたる。この増加人数は約３８万人も

減少した正規雇用分を十分補うことになる。従業者総数に占める非正規雇用の

割合は１９９６年の１６．８％から２００１年に２２．８％，２００６年には２４．９％となり，従

業者４人に１人が非正規雇用となる。また常用雇用における割合も２０．６％か

ら２００６年には２９．０％と高まり，事業所あたりの人数は１．９人から３．１人に増

大するが，対全国比は０．１０７で変わらない。

大阪市もこの１０年間で非正規雇用が約１３万人増加し，２００６年の約５２万人

は１９９６年の約４３万人の１．３１１倍にあたる。特別区部と違って，この増加人数

は正規雇用の約４６万人減よりも約３２万人少なく，非正規雇用増では正規雇用

の減少分を補えていない。従業者総数に占める非正規雇用の割合は１９９６年の

１６．５％から２００１年に２２．３％，２００６年には２６．７％となり，常用雇用における

割合も２０．５％から２００６年には３１．８％となり，それぞれ特別区部より高い水準
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で高まっている。事業所あたりの人数は１．９人から２．８人に増大する。しかし，

対全国比は１９９６年の０．０３９から２００６年には０．０３５に低下している。

１）個人経営

全国では，非正規雇用は２００１年が２２．４％増の約３９万人するが，２００６年に

は１６％減の約３４万人減少して約１７９万人となり，１９９６年の約１７４万人よりわ

ずか約５万人増にすぎない。しかし，従業者の非正規雇用化は１９９６年の１７．２％

から２００６年には２３．６％に，常用雇用の非正規雇用化も３６％から４７．５％に高

まっている。

特別区部では，非正規雇用は１９９６年の約１１万人から２００１年に２９．２％増の

約３万人増加して２００６年には１４．９％減の約２万人減少して約１２万人とな

る。この１０年間における約１万人の非正規雇用の増加では正規雇用の約８万

人減を補うことができないことから，個人経営の厳しさが判断できる。従業者

の非正規雇用化は１５．７％から２００６年には２２．１％に，常用雇用の非正規化も

３１．５％から４１．９％と高まるが，非正規雇用における個人経営の比率は９．５％か

ら２００６年には７．１％に低下する。しかし，対全国比は０．０６５から０．０６８と高

まっている。

大阪市では，非正規雇用は１０年間で約９千人が減少して２００６年には約６万

人となり，対全国比は１９９６年の０．０４１から２００６年には０．０３５に低下する。ま

た非正規雇用における個人経営の比率は１６．６％から２００６年には１１．１％に低下

する。しかし，従業者の非正規雇用化は１６．８％から２００６年には２３．４％に，常

用雇用の非正規化も３３．８％から４５．７％と高まり，これらの数値が特別区部の

数値より大きいことは大阪市の個人経営がより一層厳しくなっていることを示

している。

２）法人経営

全国では，非正規雇用は１９９６年の約９２９万人から２００６年には約１，４１７万人
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となり，この１０年間で約４８８万人も増加する。この増加人数は正規雇用の４３０

万人減より約５７万人も多くなって，２００６年の常用雇用の人数が１９９６年の人

数を上回せることになる。その結果，従業者の非正規雇用化は１９９６年の１９．６％

から２００６年には３０．５％に，常用雇用の非正規化も２２．８％から３４．３％に高ま

り，事業所あたりの人数も３．１人から４．８人に増大する。

特別区部では，非正規雇用は１９９６年の約１０７万人から２００６年には約１５８万

人となり，この１０年間で約５１万人が増加する。この増加人数は正規雇用の約

３０万人減より約２１万人多くなり，２００６年の常用雇用は１９９６年より増加する

ことになる。従業者の非正規雇用化は１９９６年の１７％から２００６年には２５．１％

となり，従業者４人に１人が非正規雇用となる。また常用雇用の非正規化も

１９．９％から２８．３％となり，事業所あたりの人数も２．９人から４．５人に増大す

る。非正規雇用に占める法人の比率も９０．２％から９２．７％に高まる。

大阪市では，非正規雇用は１９９６年の約３６万人から２００６年には約５０万人と

なり，この１０年間で約１４万人が増加する。この増加人数は正規雇用の約３９

万人減より約２５万人も少ない。特別区部と違って，２００６年の常用雇用は１９９６

年より約２５万人も減少することになる。従業者の非正規雇用化１９９６年の

１６．４％から２００６年には２７．２％に，常用雇用の非正規化も１９％から３０．６％に

なり，事業所あたりの人数も３．７人から４．７人と増大する。非正規雇用に占め

る法人の比率もまた８３．１％から８８．８％に高まる。

３）株式会社

全国では，非正規雇用は１９９６年の約６７４万人から２００１年に約２９．２％増の

約１９７万人が増加し，２００６年にはさらに４２．２％増の約３６７万人も増加して

１９９６年の１．８４倍の約１，２３７万人になる。この１０年間の約５６４万人の増加は

正規雇用の約１３６万人減をカバーして，２００６年の常用雇用を１９９６年より約

４２８万人も増加させることになる。従業者の非正規雇用化は１９９６年の１９．６％

から２００６年には３１．３％に，常用雇用の非正規化も２２％から２００６年には
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３５．４％になり，また非正規雇用に占める株式会社の比率も６０．９％から２００６年

には７７．４％となる。従って，株式会社の雇用は３割強の非正規雇用で占めら

れることになる。

特別区部では，非正規雇用は１９９６年の約８４万人から２００１年に２８．６％増の

約２４万人，２００６年にはさらに３１．５％増の約３４万人が増加して約１４３万人

（１９９６年の１．７倍）になる。この１０年間の増加約５８万人は正規雇用の１７，５１８

人減をカバーして，２００６年の常用雇用を１９９６年より約５７万人も増加させる

ことになる。従業者の非正規雇用化１９９６年の１６．７％から２００６年には２５．３％

に，常用雇用の非正規化も１９．１％から２００６年には２８．７％に高まり，非正規雇

用に占める株式会社の比率も７１．２％から２００６年には８３．７％と増す。

大阪市では，非正規雇用は１９９６年の約３１万人から２００６年には約１４万人多

い約４６万人に増加するが，この１０年間の非正規雇用の増加人数は正規雇用の

約３４万人減より約２０万人も少ない。従って，特別区部のように，２００６年の

常用雇用は１９９６年の約１６７万人より１１．６％も減少する。従業者の非正規雇用

化は１９９６年の１６．３％から２００６年には２７．４％に，常用雇用の非正規化も

１８．７％から２００６年には３０．９％に高まる。これらの数値は特別区部の値より大

きいことから大阪市の雇用の厳しさを窺うことができる。

む す び

本論では，まず人口，就業者および従業者の動向を「国勢調査」の統計デー

タから加工ないし組み替えて，大阪市と東京特別区部の経済力の違いを考察し

ようとしてきた。両都市の人口は高度経済成長期において社会的要因が大きく

作用して増加するが，１９７０年頃から減少傾向である。特別区部は大阪市と違っ

てバブル経済崩壊後の１９９５年を境にして増加する。昼間人口については，特

別区部は１９８０年を除いて１９９０年まで増加傾向で，その後の１０年間が減少す

るが，２００５年には過去最多の１９９０年の水準まで回復している。大阪市ではバ

ブルがおきる前の１９８５年から増加に転じるが，２０００年には大幅に減少
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し，２００５年には過去４０年間で最少人数まで減少する。

両都市の昼間人口の動向の違いは就業者および従業者の推移によると考え

た。従業者の推移は経済力の大きさに左右されるものである。特に，周辺地域

から流入する就業者（流入従業者）の動向は両都市の経済活動による雇用状態

に大きく影響を受ける。本論で，両都市の流入従業者の推移から両都市の経済

規模の相違を探ろうとした。その理由は流入従業者を供給する周辺地域の人口

および経済に影響を与えると判断したからである。従って，流入従業者が常住

する周辺地域の常住就業者と流出する就業者の人数およびその割合から両都市

の影響力を読み取ろうとした。両都市に流入する従業者の常住地は自市が所在

する府・都と府・都以外の周辺地域（大阪圏および東京圏に限定）に分けて分

析した。大阪市は大阪府下に影響力があるが，府外の周辺地域に与える影響力

はさほど強くなくむしろ低下している。一方，特別区部は都外の周辺地域にも

大きな影響力を与えかつ経済状況のいかんにかかわらず一定の影響力を持ち続

けていることがデータを通して判明する。両都市のこの違いを，バブル崩壊後

に明白なってきたので，「事業所・企業統計調査」のデータで経営組織別に事

業所，従業者，常用雇用，正規および非正規雇用を考察した。

バブル後の日本経済は金融不安が起こり，産業界では大企業の不振ないし倒

産が見られる中で，大企業間の合併・統合およびグループ化等による産業再編

成の動きが活発になる。その過程で，企業は事業の見直しによる事業所の縮小

ないし閉鎖を実施するようになる。特に，企業は特別区部に本社を移転させた

りまたは，本社機能の中枢機能を集約して経営の立て直しを図る過程で，大阪

市に所在する事業所は相対的に多く縮小ないし閉鎖される。バブル後のこのよ

うな一連の動きは大阪市の経済力を低下させるとともに大阪市の雇用状態も悪

化させることになる。結果として，大阪市は大阪府内においても影響力を徐々

に低下してくるが，特別区部は周辺地域にも影響力を大いに与え，周辺地域の

経済に潤いをもたらし，その潤いがまた特別区部自体の経済に影響してくるこ

とになる。
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